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仙台高等裁判所平成２４年（ネ）第２６６号 
平成２８年２月２日 第２民事部判決 
 

 

 
       判   決 
 
当事者の表示 別紙当事者目録記載のとおり 
 

 
       主   文 
 
１ 原判決中，一審原告ｑ１に係る部分以外の一審被告敗訴部分を取り消す。 
２ 上記取消しに係る部分の一審原告ら４名の請求をいずれも棄却する。 
３ 一審被告の一審原告ｑ１に係る部分の本件控訴及び一審原告らの本件控訴をいずれも棄却

する。 
４ ２項に記載の一審原告ら４名と一審被告との間では訴訟費用は第一，二審とも同原告らの負

担とし，一審原告ｑ１と一審被告との間では控訴費用は各自の負担とし，その余の一審原告らと

一審被告との間では控訴費用は同原告らの負担とする。 
 

 
       事実及び理由 
 
第１ 一審原告らの控訴の趣旨 
１ 原判決を次のとおり変更する。 
２ 差止等請求 
（１）主位的請求 
 一審被告は，自衛隊情報保全隊をして，一審原告らの意見表明，出版，集会，結社，デモ行進，

その他の一切の表現活動を監視し，一審原告らに関する情報を収集，記録，整理，利用及び保管

をしてはならない。 
（２）当審における追加的予備的請求 
ア 一審原告ｑ２ 
（ア）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして取得した別紙１の番号１に記載された一審原告ｑ２

に関する情報の利用を停止し，同情報を抹消せよ。 
（イ）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして，一審原告ｑ２が大崎市議会において行う意見書等

の議案提出に関する情報，同原告による議案への賛否に関する情報，同原告の氏名及び所属政党

に関する情報を収集，記録，整理，保有してはならない。 
イ 一審原告ｑ３ 
（ア）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして取得した別紙２の１の番号１８及び別紙２の２の番

号１７に記載された一審原告ｑ３に関する情報の利用を停止し，同情報を抹消せよ。 
（イ）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして，多賀城市内の成人式会場において一審原告ｑ３が

行う宣伝活動に関する情報，同原告の氏名及び所属政党に関する情報を収集，記録，整理，保有

してはならない。 
ウ 一審原告ｑ１ 
（ア）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして取得した別紙３の１の番号３及び別紙３の２の番号

２３に記載された一審原告ｑ１に関する情報の利用を停止し，同情報を抹消せよ。 
（イ）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして，一審原告ｑ１が行うライブ活動に関する情報，署

名活動に関する情報，同原告の氏名及び勤務先に関する情報を収集，記録，整理，保有してはな
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らない。 
エ 一審原告ｑ４ 
（ア）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして取得した別紙４の１の番号１７及び別紙４の２の番

号１６に記載された一審原告ｑ４に関する情報の利用を停止し，同情報を抹消せよ。 
（イ）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして，宮城県柴田郡α 内の成人式会場において一審原告

ｑ４が行う宣伝活動に関する情報，同原告の氏名及び所属政党に関する情報を収集，記録，整理，

保有してはならない。 
オ 一審原告ｑ５ 
（ア）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして取得した別紙５の番号２１に記載された一審原告ｑ

５に関する情報の利用を停止し，同情報を抹消せよ。 
（イ）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして，秋田市内の成人式会場において一審原告ｑ５が行

う街宣活動に関する情報，同原告の氏名及び所属政党に関する情報を収集，記録，整理，保有し

てはならない。 
カ 一審原告ｑ６ 
（ア）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして取得した別紙６の番号２２に記載された一審原告ｑ

６に関する情報の利用を停止し、同情報を抹消せよ。 
（イ）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして，秋田市内の成人式会場において一審原告ｑ６が行

う宣伝活動に関する情報及び同原告の氏名を収集，記録，整理，保有してはならない。  
キ 一審原告ｑ７ 
（ア）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして取得した別紙６の番号２２に記載された一審原告ｑ

７に関する情報の利用を停止し，同情報を抹消せよ。 
（イ）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして，秋田市内の成人式会場において一審原告ｑ７が行

う宣伝活動に関する情報及び同原告の氏名を収集，記録，整理，保有してはならない。 
ク 一審原告ら 
（ア）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして取得した別紙７の（ｆ）及び別紙８のｂ（ｂ）に記

載された一審原告らが参加した集会に関する情報の利用を停止し，同情報を抹消せよ。 
（イ）一審被告は，自衛隊情報保全隊をして，一審原告らが主催及び参加して仙台市内で開催さ

れる自衛隊の国民監視活動に関する集会についての情報を収集，記録，整理，保有してはならな

い。 
３ 損害賠償請求 
 一審被告は，一審原告ら各自に対し，各１００万円及び別紙当事者目録記載１から４の一審原

告らについては平成１９年１０月１８日から，同目録記載５から２３の一審原告らについては平

成２０年３月２６日から，同目録記載２４から４７の一審原告らについては同年１０月２５日か

ら，同目録記載４８から７２の一審原告らについては平成２１年３月１７日から，同目録記載７

３から８９の一審原告らについては同年５月１２日から，同目録記載９０及び９１の一審原告ら

については同年７月１０日から，各支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 
４ ３につき仮執行宣言 
 
第２ 一審被告の控訴の趣旨 
１ 原判決中，一審被告敗訴部分を取り消す。 
２ 上記取消しに係る部分の一審原告ら５名の請求をいずれも棄却する。 
 
第３ 事案の概要 
１ 事案の要旨 
 本件は，イラクにおける人道復興支援活動及び安全確保支援活動の実施に関する特別措置法

（以下「イラク特措法」という。）による自衛隊のイラク派遣（以下「本件派遣」という。）に

反対する活動（以下「本件派遣反対活動」ということがある。）等をしていた一審原告ら９１名

が，外１６名の原審相原告ら（控訴をしなかった原審原告ら１３名と当審において訴えを取り下

げた原審原告ら３名をいう。）と共に，一審原告らは，陸上自衛隊情報保全隊（平成２１年７月

政令第１８９号により統合再編された後は各自衛隊の共同の部隊としての自衛隊情報保全隊。以
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下原則として「情報保全隊」というが，「陸上自衛隊情報保全隊」ということもある。）によっ

て，上記活動等を監視され情報を収集等され，憲法上保障された権利を侵害され，精神的苦痛を

受けたなどとして，防衛省（平成１９年１月８日までは防衛庁）により各自衛隊を管理，運営す

る一審被告に対し，人格権等に基づき，情報保全隊による一審原告ら及び原審相原告らの意見表

明，出版，集会，結社，デモ行進その他の一切の表現活動の監視，上記各原告らの情報の収集，

記録，整理，利用，保管をしてはならないこと並びに上記各原告ら各自につき慰謝料１００万円

及びこれに対する各訴状送達の日の翌日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延

損害金の支払を求めた事案である。 
 原審が，監視等の差止めに係る訴えをいずれも却下し，原判決別紙「認容目録」記載の一審原

告ら５名の各慰謝料請求につき同目録記載のとおり認容して，その余の一審原告ら及び原審相原

告らの各慰謝料請求をいずれも棄却したところ，これに対し，上記各原告ら合計１０７名のうち

９４名がその敗訴部分につき控訴して差止め等に係る予備的請求を追加し（前記第１・２（２）），

一審被告がその敗訴部分につき控訴した（なお，上記９４名のうち３名が当審口頭弁論終結後に

本件訴えを取り下げ，その結果，一審原告らは９１名となった。）。 
 なお，一審被告は，情報保全隊が一審原告らの情報を収集した上で本件各文書を作成した点に

関する原判決の認定（原判決第３の２，１５～１９頁）については，不服申立ての対象としない

（当審において積極的に争うことはしない。）と述べた（一審被告の控訴理由書７頁，同第１準

備書面５頁）。 
２ 前提事実 
 争いのない事実に証拠（認定事実に付記したもの。）及び弁論の全趣旨を総合すると，以下の

事実が認められる。 
（１）本件各文書 
 証拠（甲Ａ１の１・２，甲Ｂ１の３，５の２のそれぞれ存在自体（以下，書証を摘示する際に

枝番の記載は原則として省略する。））及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められる。 
ア 一審原告らは，平成１６年１月１６日付け「情報資料（１６－２）」，同月２２日付け「情

報資料（１６－３）」，同月３０日付け「情報資料（１６－４）」，同年２月１２日付け「情報

資料（１６－６）」及び同月２６日付け「情報資料（１６－８）」と題する文書（以下，これら

をまとめて「本件文書１」といい，各文書を順に「本件文書１（１），同１（２），同１（３），

同１（４），同１（５）」という。）並びに平成１５年１２月２日付け，平成１６年１月２０日

付け，同年２月４日付け，同月１０日付け，同月２４日付け及び同年３月３日付け各「イラク自

衛隊派遣に対する国内勢力の反対動向」と題する文書（以下，これらをまとめて「本件文書２」

といい，各文書を順に「本件文書２（１），同２（２），同２（３），同２（４），同２（５），

同２（６）」という。なお，本件文書１と同２を併せて「本件各文書」という。）を所持すると

ころ，本件各文書は，平成１９年６月６日，日本共産党が情報保全隊作成の内部文書の写しとし

て公表したものである。 
 なお，甲Ｂ１の３，甲Ｂ５の２は，本件各文書の一部を抜粋したものである。 
イ 本件文書１は，防衛省（当時の防衛庁。以下同じ。）における文書の形式に関する訓令所定

の文書の形式に合致している。 
（２）一審原告らの活動状況 
 原判決別紙活動等一覧表「原告」欄記載の者のうちの一審原告らは，同表「年月日」欄及び「参

加した活動等」欄記載のとおり，本件派遣反対活動等に参加した（同表「甲Ｂ」欄記載の証拠）。 
（３）情報保全隊（法令については当時のもの） 
 防衛省は，自衛隊を管理及び運営等をし，また，その所掌事務として，自衛隊の行動，組織及

び装備等に関する事務に必要な情報の収集整理に加え，所掌事務の遂行に必要な調査及び研究を

行うこととされるところ（防衛庁設置法４条），自衛隊内に設置される情報保全隊は，情報保全

隊本部のほか，本部付情報保全隊及び東北方面情報保全隊を含む５つの方面情報保全隊により構

成され，自衛隊の施設等の情報保全業務（秘密保全，隊員保全，組織，行動等の保全及び施設，

装備品等の保全並びにこれらに関する業務）のために必要な資料及び情報の収集整理及び配布を

行うこととされている（自衛隊法２３条，同法施行令３２条，陸上自衛隊情報保全隊に関する訓

令（以下「陸自情報保全隊訓令」という。）２条１号，３条，４条，１７条，別表）。 
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（４）イラク派遣の終了 
 本件派遣は，平成２１年２月１４日に終了した。 
３ 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律の定め 
 平成１５年５月３０日に公布された「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」（以

下「行政機関保有個人情報保護法」という。）には，以下のような定めがある。 
１条 この法律は，行政機関において個人情報の利用が拡大していることにかんがみ，行政機関

における個人情報の取扱いに関する基本的事項を定めることにより，行政の適正かつ円滑な運営

を図りつつ，個人の権利利益を保護することを目的とする。 
２条２項 この法律において「個人情報」とは，生存する個人に関する情報であって，当該情報

に含まれる氏名，生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の

情報と照合することができ，それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含

む。）をいう。 
３条１項 行政機関は，個人情報を保有するに当たっては，法令の定める所掌事務を遂行するた

め必要な場合に限り，かつ，その利用の目的をできる限り特定しなければならない。 
２項 行政機関は，前項の規定により特定された利用の目的（以下「利用目的」という。）の達

成に必要な範囲を超えて，個人情報を保有してはならない。 
３項 行政機関は，利用目的を変更する場合には，変更前の利用目的と相当の関連性を有すると

合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 
４ 争点 
（１）一審原告らの差止等請求（以下「本件差止等請求」という。）に係る訴えは適法か 
ア 本件差止等請求のうちの主位的請求（以下「本件主位的請求」という。）は差止めの対象が

特定しているか（以下「争点〔１〕ア」という。） 
イ 当審における追加的予備的請求（以下「本件追加的予備的請求」という。）は許されるか，

また，差止め等の対象が特定しているか（以下「争点〔１〕イ」という。） 
（２）情報保全隊が本件各文書を作成したか（以下「争点〔２〕」という。）（なお，一審被告

は，前記１のとおりこの点に関して不服申立ての対象としないと述べつつも，本件各文書及び原

告追加文書（後記「本件週報」）を事実認定の証拠として用いることは許されない旨主張してい

ること（一審被告の第４準備書面７頁以下）等から，一応，「争点」として掲げ，判断を示すこ

ととする。） 
（３）情報保全隊による情報収集等の行為（一審原告らの主張する「情報保全隊による表現活動

の監視による情報収集等の行為」）が一審原告らに対する関係で国家賠償法（以下「国賠法」と

いう。）上違法となるか（以下「争点〔３〕」という。） 
（４）本件差止等請求についての必要性等（以下「争点〔４〕」という。） 
（５）一審原告らの損害（以下「争点〔５〕」という。） 
５ 争点に関する当事者の主張 
（１）争点〔１〕（本件差止等請求に係る訴えは適法か）について 
【一審原告ら】 
ア 本件主位的請求（争点〔１〕ア） 
（ア）情報収集等の行為の意味 
ａ 情報保全隊による一審原告らに対する加害行為である表現活動の監視による情報収集等の

行為（以下「本件監視行為等」という。）は，具体的には，情報保全隊の隊員又はその関係者が

直接現場に臨場し，特に写真機等や録音機を用いて，一審原告らの集会，街頭宣伝，署名活動，

デモ行進等の様子を現認し，あるいは警察機関，地方自治体の組織その他の外部の情報提供者か

らの情報提供を得て，本件各文書に記載されているような情報を収集し，これを本件各文書に見

られるような形式で記録，整理して保有（保管）し，かつこれを利用する行為を示すことは明ら

かである。 
ｂ 一審被告は，本件監視行為等の意味が不明確であるなどと主張するが，「監視」（一定の使

用目的をもって，その動静により悪事が起こらないように敵対的相手方を見張る。）や「情報収

集」といった単語は一審被告が制定した法律においても何ら定義規定なく使用されている。 
 なお，一審原告らは，「監視」という言葉にこだわり，個人識別情報を本件各文書に記載され
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ていない者の権利も侵害されたと主張しているのであり，「監視」を「情報収集」と言い換える

ことは不当である。 
（イ）本件主位的請求の特定性 
ａ 本件主位的請求における差止めの趣旨が，一審原告らの意見表明，出版，集会，結社，デモ

行進その他一切の表現活動に及んでいたのは，本件監視行為等が一審原告らのこれら活動に対し

て極めて広範かつ反復的に行われていたためである。一審被告は，一審原告らのこれら活動につ

いて将来も情報を収集して，文書にとりまとめて記録，整理，利用，保有していることは明らか

であるから，本件主位的請求が特定性に欠けることはない。 
ｂ 一審原告らの求める情報の保有，利用の差止めとは，既に一審被告が本件各文書内に記録し

ている一審原告らの個人情報を利用し保有してはならないというものであり，この点においては，

そもそも特定性に欠けるという問題はない。 
（ウ）一審原告ら５名に係る上記特定性 
ａ 一審原告ｑ２ 
 情報保全隊は，一審原告ｑ２が行っている複数の活動について，反復継続して情報収集を行っ

ており，現在も大崎市議会議員である同原告の議員活動やこれに関連する活動に対する情報収集

が行われている蓋然性が極めて高い。したがって，一審原告ｑ２が，本件訴訟において，同原告

の将来の地方議会議員活動等の情報収集の差止めを求めていることは明白であり，これに加えて，

まさに，現在，一審被告が本件各文書で保有している同原告に関する個人情報の利用及び保有の

差止めを求めていることも明らかである。よって，一審原告ｑ２の差止請求の対象は特定されて

いる。 
ｂ 一審原告ｑ３ 
 一審原告ｑ３については，本件各文書に，その個人名，職業及び所属政党等が特定して記録さ

れた上，参考事項として，情報保全隊が同原告に対する監視を反復継続して行っていたという事

実が記載されていた。したがって，一審原告ｑ３が，本件訴訟において，同原告が毎年行ってい

る成人式会場での宣伝活動に関する情報収集の差止めを求めていることは明らかであり，これに

加えて，まさに，現在，一審被告が本件各文書で保有している同原告に関する個人情報の利用及

び保有の差止めを求めていることも明らかである。よって，一審原告ｑ３の差止請求の対象は特

定されている。 
ｃ 一審原告ｑ１（以下「一審原告ｑ１」という） 
 一審原告ｑ１は，個人的な路上ライブ活動により本件派遣反対の署名活動を行っていたところ

を監視され，氏名及び職業等の個人情報を収集され，これが一審被告によって保有されている。

したがって，一審原告ｑ１は，本件訴訟において，同原告のライブ活動に対する将来の情報収集

や同原告の個人情報の収集の差止めを求めていることは明らかであり，これに加えて，まさに，

現在，一審被告が本件各文書で保有している同原告に関する個人情報の利用及び保有の差止めを

求めていることも明らかである。よって，一審原告ｑ１の差止請求の対象は特定されている。 
ｄ 一審原告ｑ４（以下「一審原告ｑ４」という。） 
 一審原告ｑ４は，成人式において，ビラを配布したところ，その行為，氏名，職業及び所属政

党等の個人情報が情報保全隊によって収集され，本件各文書にこれらの個人情報が記載されてい

る。情報保全隊が反復継続して一審原告ｑ４に対する監視活動を行う蓋然性は極めて高い。した

がって，一審原告ｑ４が，本件訴訟において，今後も同原告が行う成人式を含むビラ配布に対す

る情報収集活動の差止めを求めていることは明らかであり，これに加えて，まさに，現在，一審

被告が本件各文書で保有している同原告に関する個人情報の利用及び保有の差止めを求めてい

ることも明らかである。よって，一審原告ｑ４の差止請求の対象は特定されている。 
ｅ 一審原告ｑ５（以下「一審原告ｑ５」という。） 
 一審原告ｑ５は，成人式会場で行われた日本共産党の宣伝行動に参加したところ，情報保全隊

によって氏名，職業等の個人情報と党派を関連付けて情報収集され，これが本件各文書に記録さ

れた。したがって，一審原告ｑ５が，将来の成人式における宣伝活動等の情報収集の差止めを求

めて本件訴訟を提起したことは明らかであり，これに加えて，まさに，現在，一審被告が本件各

文書で保有している同原告に関する個人情報の利用及び保有の差止めを求めていることも明ら

かである。よって，一審原告ｑ５の差止請求の対象は特定されている。 
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イ 本件追加的予備的請求について（争点〔１〕イ） 
（ア）上記請求を追加した理由及び差止め等の対象の特定性 
ａ 本件主位的請求が特定性に欠けることがないことは明らかであるが，一審原告らの差止請求

に関する訴えをより具体的なものにした請求を予備的に追加する。 
ｂ「利用停止」については，行政機関保有個人情報保護法３７条１項にも規定されているところ

であり，その意義は一義的に明白である。 
 原判決は，「収集，記録，整理，保有」について，本件各文書記載の情報を収集して，これを

本件各文書に見られるような形式でとりまとめるなどして保有したという過去の行為として特

定されるとしており，特定性について問題にしていない。したがって，同様の行為について，将

来一審被告が行うことも特定性に欠けることはない。 
ｃ「に関する情報」，「についての情報」という文言は，いずれも本件各文書にあるとおり，氏

名，勤務先，所属政党または所属団体の名称及び個人の参加した表現活動の日時，場所，内容を

指していることは明らかであるから，請求の趣旨により可能な限り特定したものといえ，外延を

画することは十分可能であるから，特定性に欠けるところはない。 
（イ）一審原告らに係る上記特定性 
ａ 一審原告ｑ２ 
 一審被告が，現在及び将来にわたり，自衛隊の海外派兵活動が主題の場合に限らず，一審原告

ｑ２について，意見書の提出等の議員活動及び意見書の採択の賛否及び所属政党が同原告の氏名

とともに収集，記録し，整理，保有することは明らかである。したがって，一審原告ｑ２は，前

記第１・２（２）アのとおりの差止めを求める。 
ｂ 一審原告ｑ３，同ｑ４，同ｑ５，同ｑ６（以下「一審原告ｑ６」という。），同ｑ７（以下

「一審原告ｑ７」という。） 
 一審被告は，情報保全隊をして，一審原告ｑ３，同ｑ４，同ｑ５について，それぞれ行った成

人式での宣伝活動について情報収集し，氏名，活動内容のほか，一審原告ｑ３，同ｑ４及び同ｑ

５については，所属政党についての情報を収集，記録し，本件文書１のとおりに整理して保有し

た。また，その事情は，一審原告ｑ６及び同ｑ７についても上記３名の一審原告らと同様である。

そして，一度作成された文書について，一審被告がこれを破棄したなどの事実を明らかにしない

限り，現在もこれを保有しており，将来も保有するものと認められるべきである。また，情報保

全隊は，各地の成人式における街宣活動について，毎年広範囲で情報収集をし，その宣伝活動の

内容とこれを行った者の氏名等を収集している。本件文書１には，イラク戦争の開戦（平成１５

年３月２０日）前の時期に多賀城市で情報収集していることが記載されており，本件派遣反対活

動の有無にかかわらず，現在も同じ方法で成人式会場での情報収集を行っていることは明らかで

あり，次年度以降もこれを行う蓋然性は高い。上記一審原告らは，次年度以降も同様の活動を予

定しているところ，一審被告は，今後も上記一審原告らの上記活動について，その内容等の情報

を収集，記録することは明らかである。したがって，上記一審原告らは，前記第１・２（２）イ

エオカキのとおりの差止めを求める。 
ｃ 一審原告ｑ１ 
 一審被告は，情報保全隊をして，一審原告ｑ１の氏名，活動内容及び勤務先について情報を収

集，記録し，本件各文書のとおりに整理して保有した。そして，一度作成された文書については，

一審被告がこれを破棄したなどの事実を明らかにしない限り，現在もこれを保有しており，将来

も保有するものと認められるべきである。また，一審被告は，自衛隊に対する反対動向を広範囲

かつ継続的に情報収集しており，一審原告ｑ１を「反戦活動家」とみなして，尾行するなどの方

法で本名及び勤務先を調査するなどして執拗な情報収集を行ったことに鑑みれば，将来において

も継続して同原告のライブ活動等及び署名活動について情報を収集し保有する蓋然性が高い。し

たがって，一審原告ｑ１は，前記第１・２（２）ウのとおりの差止めを求める。 
ｄ 一審原告ら全員 
 一審被告は，情報保全隊をして，一審原告らが平成２２年１２月１５日に仙台市内で開催し参

加した本件訴訟に関する集会についての情報を収集，記録，整理，保有していた。かかる行為は，

一審原告らのプライバシー権，自己情報をコントロールする権利（以下「自己情報コントロール

権」という。），肖像権，思想良心の自由，表現の自由，知る権利，平和的生存権等を侵害する
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違憲違法な行為であり，裁判を受ける権利をも侵害するものである。そして，一度作成された文

書は，一審被告がこれを破棄したなどの事実を明らかにしない限り，現在もこれを保有し，将来

も保有するものと認められるべきであるから，一審被告は，上記集会の情報を保有していると認

められる。したがって，一審原告らは，前記第１・２（２）クのとおりの差止めを求める。 
ウ 一審被告の主張に対する反論 
（ア）本件訴訟は，情報保全隊による一審原告らに対する本件監視行為等の差止めを求めるもの

である。そして，かかる行為が「週報」と題する各文書（甲Ａ４１～４３，以下「本件週報」と

いう。）の存在によって，現在も継続していることが明らかになったことを踏まえ，上記行為等

のうち，本件週報に記載のある活動を特定して，予備的請求として差止めを求めているものであ

る。 
（イ）本件は，一審被告が一審原告らを継続的に監視，情報収集することにより一審原告らの権

利利益を継続的に侵害し続けている社会生活上同一の紛争に関するものであり，一審被告が述べ

る訴えの変更の要件に照らしても，これが許されることは明らかである。また，本件週報は，本

件各文書に引き続いて情報保全隊により継続的に同様の趣旨で作成されている同様の文書の一

部であることは明白である。本件の主要な争点は，一審原告らに対する本件監視行為等の事実及

びその違法性であって，本件主位的請求についての訴訟資料や証拠資料はそのまま本件追加的予

備的請求の審理に利用される関係にあり，一審被告が述べる訴えの変更の要件に照らしても，そ

れが許されることは明らかである。加えて，証拠の提出は口頭弁論終結時まで可能であるところ，

本件週報は平成２４年９月４日に初めて存在が明らかになったために証拠として提出され，これ

を踏まえて訴えが変更された事情に照らせば，本件訴えの変更により訴訟手続が著しく遅滞する

ものではなく，一審被告の審級の利益が奪われたということもなく，むしろ，紛争の一回的解決

の利益に鑑みれば，別訴提起によることなく訴えの変更は許されるべきである。 
【一審被告】 
ア 本件主位的請求（争点〔１〕ア） 
 一審原告らのいう「表現活動の監視」及び「情報収集」なる言葉は，極めて抽象的で，かつ，

広汎な意味を持ち，いかなる行為を指すか不明であり，差止めの対象として不特定であるから，

差止等請求に係る訴えは不適法である。 
イ 本件予備的追加的請求（争点〔１〕イ） 
（ア）はじめに 
 一審原告らは，本件追加的予備的請求として，〔１〕本件各文書に記載された情報の利用の停

止及び抹消（前記第１・２（２）ア（ア），イ（ア），ウ（ア），エ（ア），オ（ア），カ（ア），

キ（ア））並びに〔２〕今後の同種情報の収集，記録，整理，保有の差止め（前記第１・２（２）

ア（イ），イ（イ），ウ（イ），エ（イ），オ（イ），カ（イ），キ（イ））を求めるとともに，

一審原告ら全員につき，〔３〕本件各文書とは異なる文書に記載された情報の利用の停止及び抹

消（前記第１・２（２）ク（ア））並びに〔４〕今後一審原告らが主催及び参加して仙台市内で

開催される自衛隊の国民監視活動に関する集会についての情報の収集，記録，整理，保有の差止

め（前記第１・２（２）ク（イ））を求めている。しかしながら，本件追加的予備的請求のうち

上記〔３〕及び〔４〕の各請求は，民事訴訟法（以下「民訴法」という。）１４３条１項に規定

する「請求の基礎に変更がないこと」の要件を満たしていないからこれを許さない決定（同条４

項）がされるべきであるし，また，その点をおくとしても，上記〔１〕ないし〔４〕の請求は，

未だ請求の趣旨の特定性を欠くものであるから不適法である。 
（イ）上記〔３〕及び〔４〕の請求 
ａ 本件訴訟は，一審原告らが，一審被告に対し，本件派遣に反対する一審原告らの活動等を情

報保全隊によって監視されて情報を収集され、本件各文書に記載されたと主張した上，これを前

提に，人格権に基づき，情報保全隊による情報収集活動等の差止めを求めるとともに，上記活動

等に国賠法上の違法があるとして，慰謝料等を請求する事案であり，原審以来，専ら本件各文書

記載の情報に関する評価等が争われてきた。他方，上記〔３〕及び〔４〕の請求は，本件各文書

とは全く別の文書に記載された情報の利用の停止及び抹消並びに今後一審原告らが主催及び参

加して仙台市内で開催される自衛隊の国民監視活動に関する集会についての情報の収集，記録等

の差止めを求めるものであるから，当該文書記載の情報に関する評価等が争点となると予想され
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るものであって，旧請求とは主要な争点を全く異にする。また，上記のように主要な争点を異に

する以上，従前の訴訟資料や証拠資料を新請求の審理に利用することが期待できる関係にもなく，

かつ，各請求の利益主張が社会生活上は同一又は一連の紛争に関するものとみられる場合にも該

当しない。 
ｂ 特に本件は控訴審における訴えの変更であり，上記のように主要な争点を異にするにもかか

わらず訴えの変更が認められれば，一審被告の審級の利益が奪われることになる。したがって，

一審原告らによる上記〔３〕及び〔４〕の各請求の追加的変更は，「請求の基礎に変更がないこ

と」という要件を欠いている。また，本件各文書とは異なる新たな文書の記載内容が争点となる

請求について，本件訴訟において審理することになれば，新たな攻撃防御方法の提出が相当程度

見込まれることは明らかであり，上記〔３〕及び〔４〕の各請求の追加的変更は，著しく訴訟手

続を遅延させる場合にも該当する。したがって，上記追加的変更は許されるべきではない。  
（ウ）上記〔１〕ないし〔４〕の請求 
ａ 上記〔１〕及び〔３〕の請求に関しては，一審原告らが差止等を求めている情報の「利用」

という言葉には多義的な意味があるところ，一審原告らは，上記〔１〕及び〔３〕の請求に関し，

どのような行為が具体的に情報の「利用」なのかについて何ら特定していない。また，上記〔２〕

の請求に関しては，「収集，記録，整理，保有」の差止めを求めているが，上記言葉も多義的な

意味を有するものであるから，一審原告らが差止等の対象として求めている情報の「収集，記録，

整理，保有」は，いかなる行為を指すか不明である。 
ｂ 差止等の対象たる情報の範囲（内容）についていえば，上記〔２〕及び〔４〕の各請求では，

一審原告ら５名並びに同ｑ６及び同ｑ７（以下「一審原告ら７名」という。）の「議案提出に関

する情報」，「議案への賛否に関する情報」，「所属政党に関する情報」，「宣伝活動に関する

情報」，「ライブ活動に関する情報」，「署名活動に関する情報」，「勤務先に関する情報」，

「街宣活動に関する情報」などの「収集，記録，整理，保有」の差止めを求めているところ，「関

する」や「ついて」などに含まれる情報の範囲が不明確であって，その外延を画することもでき

ないから，何ら差止等の対象となる範囲は特定されていない。 
（２）争点〔２〕（情報保全隊が本件各文書を作成したか）について 
【一審原告ら】 
ア 情報保全隊は，一審原告らがした原判決別紙活動等一覧表「参加した活動等」欄記載の活動

等について，情報保全隊員又はその関係者が活動等の状況を写真機等で撮影し，発言内容等を録

音機で保全するなどして，詳細に監視し，その結果を本件文書１のとおりにまとめた上で，本件

文書１を自衛隊内部に定期的に配布し，集約された全国各地の情報を整理，分析して，本件文書

２のとおりに一元化した。 
イ 本件各文書の真の原本が存在し，これが情報保全隊によって作成されたことは，本件各文書

の内容，公表経緯，当時の防衛大臣の国会における答弁等からすれば，明らかである。 
ウ 一審被告は，本件各文書の真の原本の存在及び成立について認否をしないが，一審被告が認

否をすることは容易であるし，また，一審被告が認否をしても情報保全隊の正当な情報保全業務

に支障を生ずることはなく，国の安全保障に影響を及ぼすこともない。一審被告が本件各文書の

真の原本の存在及び成立につき認否できないのは，情報保全隊が本件各文書を作成したからにほ

かならない。 
【一審被告】 
ア 一審原告らの主張する本件監視行為等の意味は明らかではないが，情報保全隊の活動は国賠

法１条１項の適用上違法と評価される余地はないから，一審被告が一審原告ら主張の事実の存否

並びに本件各文書の真の原本の存在及び成立に対して認否をする必要はないし，また，これらに

つき認否をすることは，情報保全隊の情報収集方法等の公務に関する秘密を明らかにすることと

なり，また，爾後の情報収集活動に支障を生じるおそれがあり，ひいては，国の安全保障に影響

を及ぼしかねず，公務の遂行に著しい支障を生じるおそれがあるから，認否をすることができな

い。 
イ 本件各文書は，写しを原本として提出する方法により取り調べられたものであるが，一審原

告らは，写しに対応する真の原本が存在し，その記載内容が写しのとおりであるか否かも不明で

あると主張している。このように一審原告らは，本件各文書の作成者を明らかにせず，その形式
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的証拠力を立証しないから，本件各文書を事実認定の証拠として用いることは許されず（民訴法

２２８条１項），情報保全隊が一審原告らの情報を収集した上で本件各文書（原本）を作成され

たとの一審原告らの主張事実は立証されていないというべきである。 
（３）争点〔３〕（情報保全隊による情報収集等の行為（一審原告らの主張する「本件監視行為

等」）が一審原告らに対する関係で国賠法上違法となるか）について 
【一審原告ら】 
ア 本件監視行為等による権利侵害 
 一審原告らは，情報保全隊の「表現活動の監視による情報収集等」によって，多大な不安感，

恐怖感，憤り，緊張感を強いられ，以下に述べるような人格に関する権利利益を侵害された。 
（ア）行政機関保有個人情報保護法 
 行政機関保有個人情報保護法は，行政機関が個人情報を保有する場合には，所掌事務の遂行に

必要なこと，利用目的をできる限り特定すること，利用目的の達成に必要な範囲で個人情報を保

有利用することを義務付けているところ，本件における情報保全隊の「表現活動の監視による情

報収集等」は，個人情報が含まれているにもかかわらず，情報保全隊の所掌事務に含まれず，所

掌事務の遂行のための必要性も認められず，利用目的も漠然不明確であり，利用目的に必要な情

報収集とも認められないのであるから，同法に違反する。 
（イ）プライバシー及び自己情報（個人情報）コントロール権 
ａ 一審原告らは，憲法１３条に基づく個人の私生活上の自由として，国家権力から，私生活上

の行動について，承諾なく，つきまとわれたり，監視されたり，情報を取得されたり，記録され

たりしない自由を有しているのであって，特に，一審原告らが参加した活動等は，個人識別情報

だけでなく思想信条というセンシティブな情報に密接に関連するものであることからすれば，一

審原告らが公権力によって自己の活動等の情報を収集，利用されることを欲しない権利は，高度

に保障されると解される。 
ｂ 情報保全隊は，本件各文書記載のとおり，一審原告らの活動等を監視して，その結果をまと

めたものを自衛隊内部に配布しているところ，一審原告らは，たとえ公開の場であっても，軍隊

化した自衛隊によって一審原告らの行動を密かに記録され，「反自衛隊活動」等と選別されて保

有及び開示されることを欲しないから，情報保全隊の本件監視行為等は，一審原告らの自己情報

コントロール権を侵害する。 
ｃ 本件各文書に，警察しか知り得ない情報や地方自治体がした決議等の詳細が記載されている

こと等からすると，警察及び地方自治体と情報保全隊との間で個人情報が開示されたことは明ら

かである。これが許されないことは判例上も明らかである。 
ｄ 本件監視行為等は，政治的思想信条に関わる情報を一審原告らの同意なく収集，保有したも

のであり，一審原告らの自己情報コントロール権ないしプライバシー権を侵害したことは明らか

である。一審原告らの集会やデモ行進等が公開の場でなされていたとしても，公権力によって，

集会等を継続的に監視されたり尾行されたりしない権利がプライバシーとして保障されている

というべきである。したがって，監視対象の言動が公開されていることをもって，プライバシー

もしくは肖像権侵害とならないということはできない。 
（ウ）肖像権 
 本件各文書には東京，札幌等における国民の活動等に関する写真が添付されており，その写真

には活動等の参加者の容ぼう等が撮影されていること，本件各文書には本件派遣反対活動等にお

いて一審原告らが掲げていたノボリや横断幕の文言についても詳細に記載されているものがあ

ること等に照らせば，情報保全隊は上記活動等に参加していた一審原告らを写真撮影していたも

のと推認できる。情報保全隊が何ら犯罪性を有しない一審原告らの上記活動等における容ぼう等

を写真撮影する正当な理由はない以上，上記情報保全隊の行為は，一審原告らの肖像権を侵害す

る。 
（エ）思想良心の自由 
 情報保全隊は，一審原告らの意に反して一審原告らの本件派遣反対活動等を監視して，取得し

た情報を「反自衛隊活動」等と選別して本件各文書に記載したところ，このような行為は，一審

原告らの思想を推知し，一審原告らに対して反自衛隊ではない思想を事実上強制し，また，本件

監視行為等の目的が本件派遣に反対する国内世論の弾圧にあることに鑑みれば，思想による不利
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益取扱いをするものといえる。そして，自衛隊がこのような行為をすることにつき正当な目的が

ない以上，一審原告らの思想良心の自由を侵害する。 
（オ）表現の自由 
 一審原告らは，本件監視行為等を，本件派遣反対活動等の前に予測したり認容したりしたわけ

ではなく，本件各文書に現れた本件監視行為等の事実を知ってからは，やむなく上記活動等を断

念したり，個人が特定されない活動等にのみ参加せざるを得なくなったりするなど，活動等の際

に，随時，本件各文書記載の事実から推測される本件監視行為等を前提とした対応を余儀なくさ

れているのであって，一審原告らの表現活動に対する萎縮効果は甚大である。 
（カ）知る権利 
 本件各文書によれば，本件監視行為等は報道機関の取材活動にまで及んでいるところ，このよ

うな行為が継続されるならば必ずや多くの記者は自衛隊への取材を回避するようになり，その結

果，一審原告らは自衛隊に関する情報をほとんど入手することができなくなり，一審原告らの知

る権利が奪われることとなるし，また，一審原告らに対してされた本件監視行為等も，一審原告

らが他者の表現活動を通じて情報を入手することへの侵害行為ともなる。 
（キ）平和的生存権 
ａ 憲法９条に違反する公権力の行為，すなわち，戦争の遂行や戦争の準備行為等によって，個

人の生命や自由が侵害された場合には，平和的生存権の主として自由権的な態様の表れとして，

損害賠償請求及び差止請求をすることができる。 
ｂ 本件において，一審被告は，実質的に軍隊化した自衛隊を戦闘地域であるイラクに派遣する

という憲法９条に反する戦争加担行為をし，かつ，一審原告らの本件派遣反対活動等を監視する

という二重の違憲行為を行っているところ，これら２つの行為は，密接に関連した一体のものと

捉えるべきであり，戦争の準備行為と位置付けられるのである。本件監視行為等により一審原告

らは前記（イ）ないし（カ）のような人格に関する権利利益を侵害されたのであるから，一審原

告らの平和的生存権の自由権的な態様が侵害された。 
ｃ また，一審原告らには，国家機関の監視による恐怖，萎縮等の精神的苦痛を受けることなく，

平和に暮らし，平和を求める活動をする自由という利益が存するのであって，この利益は，プラ

イバシー権，肖像権，思想良心の自由及び表現の自由と結合する平和的生存権として，憲法前文

第２段，９条，１３条，１９条及び２１条によって保障されるところ，本件監視行為等は一審原

告らに対し直接向けられたものであり，これにより，一審原告らは現在も本件監視行為等に怯え，

恐怖の中で暮らすことを余儀なくされているのであるから，一審原告らの平和的生存権が侵害さ

れたことは明らかである。 
（ク）監視等されない自由 
 国家からの自由は，基本的人権の中核をなすものであり，国家権力から「監視等されない自由」

は，まさに基本的人権の中核をなす自由として，憲法１３条に基づき認められた人権である。情

報保全隊による本件監視行為等は，かかる「監視等されない自由」に対する侵害である。 
イ 本件監視行為等の法令上の根拠の欠如 
 本件監視行為等は，前記のとおり一審原告らの人格に関する権利利益を侵害するものであるに

もかかわらず，法令上の根拠を欠くから，違法である。 
（ア）一審被告は，情報保全隊に関する組織規範が存在することをもって本件監視行為等に法令

上の根拠がある旨主張するが，組織規範は行政機関の具体的行為を根拠付けるものにはならず，

仮に組織規範が概括的授権として行政機関の具体的行為を根拠付ける場合があったとしても，問

題となる行政機関の具体的行為との関係で当該組織規範が授権規定として足りるものであるこ

とを一審被告において具体的に主張立証する必要があるところ，一審被告は，情報保全隊の情報

保全業務の目的，必要性等を抽象的に主張立証するのみで，本件各文書に現れた情報保全隊の行

為につき，具体的な目的及び必要性はおろか，法令のいかなる文言にいかにして適用されるか個

別具体的な主張立証を一切しないし，この点をおくとしても，一審被告が指摘する法令が本件各

文書に現れた情報保全隊の行為を許容したものとみることはできない。 
（イ）仮に，自衛隊という組織を防衛するために，情報保全隊が国民の情報を収集する権限が認

められるとしても，それが国民のプライバシーや表現の自由を不当に侵害する可能性があること

に鑑みれば，近い将来，自衛隊組織に対して，実質的害悪を引き起こす蓋然性が明白であること，
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実質的害悪が重大であること，情報保全隊が行う当該情報収集という手段が害悪を避けるのに必

要不可欠であって初めて許容されるというべきであるが，本件の監視対象となった行為は，いず

れも集会やデモ行進に過ぎず，人を殺傷する能力を有する武器を所持したような事例は皆無であ

り，上記許容されるべき場合に当たらない。一審被告は，情報保全隊が情報収集活動を行う場合

として，自衛隊の業務に対する妨害等に発展するおそれのある活動等を指摘するが，「外部から

の働きかけ等」という概念の外延は極めて漠然としたものであって，情報収集の範囲を限定する

機能はほとんどない。また，一審被告が主張するどの事実をとってみても，自衛隊の施設及び隊

員に実際に危害が及ぶ具体的危険性は認められない。一審原告らの本件派遣反対活動等は，憲法

に保障された権利，自由の行使として，平穏に実施されたものであり，暴力的手段をとる一部の

過激な団体とは異なる。一部の過激な行動をとる者のために，その他の団体，個人の合法的，平

和的な意思表明がすべて情報収集等の対象になるとするのは余りに無理な理論であり，到底許さ

れないことである。 
ウ 本件監視行為等の主体及び目的 
（ア）本件監視行為等は，「殺傷」と「破壊」によって「相手」を服従させることを本質とし，

２４万人を超える隊員を有し，５兆円に近い年間予算を有する，世界でも屈指の武力を保有する

高度専門職能集団たる軍隊である自衛隊によって実行された行為である。警察や公安調査庁のよ

うな行政機関が行ったものとは質，量，効果の点で著しく異なる。 
（イ）本件監視行為等の目的は，イラク戦争への自衛隊派遣を円滑ならしめることにあり，本件

派遣に反対する国民世論と運動の盛り上がりを牽制することにあった。本件監視行為等は，戦争

遂行主体の軍隊にとって，「戦闘力をぶつけ合う本物の戦場」たる「第１の戦場」における「勝

利」が「最重要任務」であるのみならず，「第２の戦場における勝利も併せて追求しなければな

らない」と位置付け，軍隊化した自衛隊が「イラク自衛隊派遣」すなわち「イラク戦争加担行為」

という戦争遂行を進めるにあたって，「第２の戦争」たる日本国内の報道機関や国民世論に対し

て勝利を収めるため，「第１の戦争」での戦争遂行行為の足かせとなる思想や行動ひいては個々

の国民を排除，弾圧するために行われたことが明らかである。 
（ウ）そして，本件各文書の作成目的は，本件文書２の記載からすると，本件派遣のみならず政

府及び自衛隊の方針に反対する全国の国民，団体，議会（議員）及び報道機関等のあらゆる活動

等の情報を収集して記録化し，自衛隊が敵視あるいは警戒をしている団体についてはその活動等

を継続的，網羅的に把握して記録化し，今後の分析の資とする点にあるところ，このような目的

は，一審原告らの表現の自由，思想良心の自由，プライバシーの利益等を侵害し，その正当性が

認められないことは明らかであるし，一審被告が主張する情報保全業務からも大きく逸脱するも

のである。 
（エ）一審被告は，情報保全隊による情報収集の目的について，「自衛隊に対する外部の働きか

け等から部隊等を保全するため」である旨主張するが，自衛隊は，特別に教育訓練された専門的

職業集団であり，隊員が上記のような働きかけに応じて任務の遂行に影響が生じるような事態は

考え難い。また，仮に情報収集により業務への影響の有無，程度を把握したとしても関係団体等

の活動を直接止めさせることはできないのであって，部隊等の健全性を確保する手段はない。上

記目的は不合理なものである。また，前記のとおり，「外部からの働きかけ等」という概念の外

延が情報収集の範囲を限定する機能は皆無である。そして，本件各文書の内容を見る限りありと

あらゆる情報を収集しており，上記目的と実際の情報保全隊の業務とが乖離していることは明ら

かである。そして，一部の団体が実力行使に及んでいたとしても，そのことは平穏な態様で行わ

れる一審原告らの本件派遣反対活動を監視する理由にはならない。 
（オ）陸上自衛隊の教育訓練用教範である「情報科運用」（甲Ａ７６の１）及び「情報」（甲Ａ

７７の１）中の「保全」に関係する部分には，敵，作戦行動阻害勢力等の情報，謀略活動に対し

て探知活動を行い，最終的には実力行使も含む無力化活動を行うという内容が記載されている。

自衛隊は，「情報，謀略活動を行う敵」に対し，最終的には実力を行使して「撃滅」「破壊」に

より「排除」することをも目標として情報保全隊に「探知活動」を実施させているのである。情

報保全隊は日々，「反自衛隊的」な個人や国民の情報を集積し，もはや国民を監視することが自

己目的化している。現段階では，これを使用して直接国民を本格的に弾圧するような事態は確認

できていないものの，今後この情報保全隊が集積した情報が「攻勢的」無力化活動のために公権
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力によって使用された場合における我が国の民主主義，自由主義社会に対する脅威となる事態に

思いを致せば，そのための重要な準備行為となる本件監視行為等は既に現行憲法下において到底

容認できないものであることは明白である。 
エ 情報収集方法の不当性 
 情報保全隊による情報収集は，個人情報につき何ら同意を得ず，また，秘密裏に写真機や録音

機を使用して行われたものである。しかも，収集された情報の内容等からすれば，国民が警察や

公安委員会に宛てて提出した情報を秘密裏に入手して，各活動予定や主催団体等を把握していた

ことが分かる。これは公務員の守秘義務違反を唆す違法な手段によって情報を収集したというこ

とである。このような目的外の情報の提供，入手，交換は，自己情報コントロール権が憲法や法

律で保障されている趣旨を没却するものである。しかも，一審原告ｑ１に関しては，職場に問合

せる等の方法で追跡調査が行われていることが明らかである。 
 このように，情報保全隊の情報収集の方法は，許容範囲を逸脱し，権利侵害の程度が高く，不

当なものである。 
オ 情報管理の杜撰さ 
 情報保全隊の文書作成者であれば，簡単な理由さえ記載すれば，容易に秘密文書が保存された

可搬記憶媒体を持ち出せる管理体制になっており，情報保全隊は，同媒体から情報が流出するこ

とを防止するための措置を何も講じていなかった。現に本件各文書が漏えいしているのであり，

漏えいした者を特定できず，その者を処罰することもできていない。また，平成１５年ないし１

６年に作成された本件各文書が外部に流出し公表されたのは平成１９年であり，本件各文書は現

存しているといえる。情報保全隊の情報管理については，情報漏えいの不備があるだけではなく，

保存期間も遵守されていないことになる。情報保全隊による情報収集活動が中止されなければ，

情報漏えいを防ぐことは不可能である。 
カ 一審原告ら個人に対する権利侵害及び監視対象の特定性 
 生存する個人に関する情報のうち，それ自体で特定の個人を識別できるものは当然行政機関保

有個人情報保護法の「個人情報」に当たるし，それ自体では特定の個人の識別ができなくても，

他の情報と容易に照合することができ，複数の情報の組み合わせにより特定の個人を識別し得る

情報も同法の保護の対象である「個人情報」に該当する。以上からすれば，自己情報（個人情報）

コントロール権（人格権）の侵害に関する原判決の基準を前提にしても，同権利を侵害された者

は原判決において認容された一審原告ら５名以外にも多数存在する。そして，これら一審原告の

個人情報を収集する正当性，必要性は全く認められない。 
（ア）一審原告ｑ２ 
 一審原告ｑ２に関する個人情報が情報保全隊によって収集されたことは前記（１）【一審原告

ら】ア（ウ）ａに記載のとおりである。一審原告ｑ２は市議会議員であるが，所属政党やどうい

う議案を提出したかという情報は，政治的立場や思想を強く推認させるものであり，個人の私生

活上の事実である。また，一審原告ｑ２が提出した意見書からすれば自衛隊は敵対的立場にある

相手方であるから，その自衛隊に上記のような情報を管理されることは同原告に恐怖心や不安感

を与える。そして議案を提出した情報は市議会を傍聴していない者には知り得ない情報である。

市議会議員であるからといって，その所属政党や提出した議案等の情報が誰にどのような目的で

収集され，保有，使用等されることも受忍しなければならないなどということはあり得ない。 
（イ）一審原告ｑ３ 
 一審原告ｑ３に関する個人情報が情報保全隊によって収集されたことは前記（１）【一審原告

ら】ア（ウ）ｂに記載のとおりである。一審原告ｑ３が議員であることによって，同原告に関す

る情報の収集が正当化されないことは前記（ア）と同様である。公的立場にある者であれば，そ

の思想信条に関する情報や人格的自律に係る表現活動に関する情報を，国家権力にいかなる目的

で収集等されることも受忍しなければならないということは憲法１９条，２１条の趣旨に反する。 
（ウ）一審原告ｑ１ 
 一審原告ｑ１に関する個人情報が情報保全隊によって収集されたことは前記（１）【一審原告

ら】ア（ウ）ｃに記載のとおりである。一審原告ｑ１の本名や職業は，ライブの観客さえ知らな

いし，同活動だけからは判明しない事実であり，職場に問合せる等の方法で追跡調査が行われて

いることが明らかである。このことは，一審原告ｑ１のライブ署名が本件文書２（２）の８２頁
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に記載されていることからも裏付けられる。すなわち，本件文書２（２）７４頁以降は，平成１

６年１月２０日に作成され，同７９頁から８９頁は，同月１２日から１８日までの「反対動向」

が記載されている部分であるところ，同原告のライブ署名だけ，該当期間から約１か月ずれてい

るにもかかわらずこの部分に記載されている。したがって，情報保全隊が一審原告ｑ１を一定期

間調査し，詳細な情報を内部文書に記載したことは明らかである。自衛隊がそのような情報を収

集し，本件各文書のような形に整理し、保有，使用等することは，権利侵害の程度が高く，情報

を収集される者に非常に強い負担や不安感を覚えさせるものである。 
（エ）一審原告ｑ４ 
 一審原告ｑ４に関する個人情報が情報保全隊によって収集されたことは前記（１）【一審原告

ら】ア（ウ）ｄに記載のとおりである。一審原告ｑ４が議員であることによって，同原告に関す

る情報の収集等が正当化されないことは前記（ア）（イ）と同様である。また，一審原告ｑ４の

ビラ配布活動は新日本婦人の会としての活動であり，町議会議員としての活動ではない。  
（オ）一審原告ｑ５ 
 一審原告ｑ５に関する個人情報が情報保全隊によって収集されたことは前記（１）【一審原告

ら】ア（ウ）ｅに記載のとおりである。一審原告ｑ５が議員であることによって，同原告に関す

る情報の収集等が正当化されないことは前記（ア）（イ）と同様である。 
（カ）一審原告ｑ８（以下「一審原告ｑ８」という。） 
 一審原告ｑ８は，「戦争法反対連絡会」の代表の一人である。同会は，情報保全隊による監視

の対象となったデモ行進の許可申請を行っており，情報保全隊は，公安委員会からも情報提供を

受けて監視活動を行っているから，届出団体代表者である一審原告ｑ８の氏名，住所，生年月日

は事前に情報保全隊によって把握されており，これらの個人情報と，各集会，デモ行進当日の活

動状況が，いずれも同原告に関する情報として併せて収集等されたことが容易に推察される。 
（キ）一審原告ｑ９（以下「一審原告ｑ９」という。） 
 一審原告ｑ９は，「有事法制反対東青連絡会」あるいは「青森県平和委員会」の構成員として，

青森市における街宣活動を頻繁に行っていた。そしてこれらの活動は，情報保全隊によって繰り

返し監視されていた。これらの団体の活動は少人数によることが多く，情報保全隊は一審原告ｑ

９を特定した上で，容姿，当日の活動状況等の個人情報を収集していたことは明らかである。 
（ク）一審原告ｑ１０（以下「一審原告ｑ１０」という。） 
 一審原告ｑ１０は，「憲法改悪阻止宮城県各界連絡会」の代表委員の一人であり，情報保全隊

の監視対象となった集会及びデモ行進において，主催団体代表として挨拶を行うなどした。した

がって，一審原告ｑ１０は，主催団体の代表者として，氏名及び容姿という個人情報を収集され，

また，その発言内容についても情報収集されたことが明らかである。 
（ケ）一審原告ｑ１１（以下「一審原告ｑ１１」という。） 
 一審原告ｑ１１は，本件各文書に記載のある「有事立法阻止秋田県実行委員会」による成人式

参加者への街宣活動に参加した。一審原告ｑ１１はその参加者の一員であることを特定された上

で，その容姿，団員としての活動状況等について情報収集されたことが明らかである。 
（コ）一審原告ｑ１２ 
 一審原告ｑ１２は，「有事法制の廃案をめざす共同行動事務局」の代表者であり，情報保全隊

による監視の対象となった複数回のデモ行進に参加した。いずれのデモ行進についても，一審原

告ｑ１２が代表者として許可申請しているから，同原告の氏名等は事前に情報保全隊によって把

握されており，これらの個人情報と，デモ行進等の活動状況がいずれも同原告に関する情報とし

て併せて収集等されていたことが容易に推察される。 
（サ）一審原告ｑ１３ 
 一審原告ｑ１３は，情報保全隊の監視対象となった集会に主催団体の実行委員長として参加し，

事前の行列行進集団示威運動許可申請書にも代表者として氏名等を記載した。上記の件に関する

本件各文書の記載から，情報保全隊が公安委員会から許可申請書の情報を入手していたことは確

実である。したがって，上記許可申請書における一審原告ｑ１３の氏名等が事前に情報保全隊に

よって把握されており，これらの個人情報と集会当日の活動状況がいずれも同原告に関する情報

として併せて収集等されていたことが容易に推察される。 
（シ）一審原告ｑ１４ 
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 一審原告ｑ１４は，情報保全隊の監視対象となった集会，デモ行進に主催団体の代表者として

参加し，主催者代表として挨拶した。上記活動は，詳細に情報収集，記録されていることからす

れば，代表者の挨拶の内容等について情報保全隊が監視，情報収集していないはずはない。また，

一審原告ｑ１４は，上記集会等についての公安委員会に対する許可申請書に主催団体の代表者と

して氏名等を記載した。これらの個人情報と集会当日の挨拶内容，容姿がいずれも一審原告ｑ１

４に関する情報として併せて収集等されていたことが明らかである。 
（ス）一審原告ｑ６ 
 一審原告ｑ６は，情報保全隊の監視対象となった宣伝活動に主催者代表世話人の立場で参加し

た。上記活動については，主催団体が特定され少人数で行われた活動であるから，情報保全隊に

より個人が特定されていたといえる。また，上記活動について事前に公安委員会に届出がされた

から，主催団体代表者である一審原告ｑ６の氏名等も把握されていた。これらの個人情報と当日

行われた街宣活動がいずれも一審原告ｑ６に関する情報として併せて収集等されていたことが

明らかである。 
（セ）一審原告ｑ１５ 
 一審原告ｑ１５は，小林多喜二展実行委員会委員長であった。本件各文書に記載された内容か

らすれば，情報保全隊が実際に上記展覧会に赴き，詳細な情報を収集したことがわかる。そうで

あれば，実行委員長である一審原告ｑ１５について，その氏名等の個人情報を収集等していたこ

とが明らかである。 
（ソ）一審原告ｑ１６（以下「一審原告ｑ１６」という。） 
 一審原告ｑ１６は，情報保全隊の監視対象となった集会，デモ行進に主催団体事務局の一人と

して参加し，当日はデモ行進の先導役を務めた。本件各文書には，デモ行進に関する内容が詳細

に記録されており，デモ行進を間近から監視し，情報収集していたことが明らかである。情報保

全隊が一審原告ｑ１６の活動について監視し，「Ｐ系」と分類する団体の構成員という個人情報

を収集等していたことは明らかである。 
（タ）一審原告ｑ１７（以下「一審原告ｑ１７」という。） 
 一審原告ｑ１７は，情報保全隊の監視対象となった宣伝活動に主催団体の構成員として参加し

た。上記活動については参加人数が６名であり，この６名については，情報保全隊により個人が

特定されていたといえる。したがって，情報保全隊が一審原告ｑ１７の活動について監視し，「Ｐ

系」と分類する団体の一員であることなどの個人情報を収集等していたことは明らかである。 
（チ）一審原告ｑ７ 
 一審原告ｑ７は，情報保全隊の監視対象となった，成人式会場周辺での宣伝活動に実行委員会

の構成員として，また，日曜市民デモに主催団体事務局の立場で継続的に参加していたから，情

報保全隊により個人を特定され「Ｐ」などと分類される団体の構成員として把握され，情報収集

されていたことは容易に推察される。本件各文書には，平成１６年２月８日の日曜市民デモに関

して，アナウンスの要約が記録されているが，これは一審原告ｑ７の発言の要約であることが明

らかである。このような話し方の癖も含む詳細な発言内容や，容姿，所属団体も個人を識別する

一要素であり個人情報であり，情報保全隊が，一審原告ｑ７について，上記のような個人情報を

収集していたことは明らかである。 
【一審被告】 
ア 権利侵害の不存在 
 一審原告らが主張する人格に関する権利利益への侵害は，以下のとおり，そもそも法律上保護

された権利利益とは認められないか，一審原告らの主張によってもおよそ侵害されたとは認めら

れないものであるから，理由がない。 
（ア）行政機関保有個人情報保護法及び自己情報コントロール権 
ａ 個人に関する情報をみだりに第三者に開示又は公開されない自由にとどまらない「自己情報

コントロール権」は，実定法上の根拠がない上，その実質的な内容，範囲，法的性格についても

様々な見解があり，権利としての成熟性が認められないから，そもそも実体法上の権利とは認め

られない。 
ｂ 行政機関保有個人情報保護法は，あくまで個人情報の取扱いに伴い生ずるおそれのある個人

の人格的，財産的な権利利益に対する侵害を未然に防止することを目的として，個人情報の取扱
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いに関する規律と本人関与の仕組みを具体的に規定するものにすぎないのであって，自己情報コ

ントロール権という１つの統一的な憲法上の権利を前提としたものではない。 
ｃ 不法行為法における保護法益である「個人情報をみだりに第三者に収集，保有されない利益」

の対象となる「個人情報」とは，「他人に知られたくない私生活上の事実又は情報」すなわちプ

ライバシーに係る情報に限られ，行政機関保有個人情報保護法２条２項の「個人情報」に該当す

れば全て上記保護法益の対象となる「個人情報」に該当するわけではなく，また，同法は不法行

為法における保護法益を新たに創設したものではない。 
（イ）プライバシーの利益 
ａ プライバシーの利益 
 プライバシーの利益の内容は，みだりに私生活へ侵入されたり，他人に知られたくない私生活

上の事実又は情報を公開されたりしない利益として把握されるべきところ，一審原告らが情報保

全隊によって収集されたと主張する情報は，そもそも収集の時点では社会一般の人々に知られて

いた情報か，そうでなくとも，社会一般の人々の感覚からみて，収集によって心理的な負担や不

安を覚え，あるいは収集されることを欲しない情報であるということはできず，そもそもプライ

バシーの利益の対象とはならない。 
ｂ 一審原告ら 
（ａ）一審原告ｑ２ 
 一審原告ｑ２は，古川市（現在は大崎市）の市議会議員であり，その公的立場にある議員の氏

名，所属政党はもとより，当該党に所属する市議会議員としての政治活動の内容，状況に関する

事実は，市民その他の者に了知されることを当然の前提として公開されていた情報である。そし

て，一審原告ｑ２に関する本件の情報は，市議会議員としての政治活動の内容に関するものであ

り，それ故に公開された情報に当たるから，「個人の私生活上の事実に関するもの」ではなく，

「社会一般の人々にまだ知られていない情報」でもない。上記情報は，プライバシーを侵害する

性格の情報ではないから，およそどのような者がどのような理由により当該情報を収集，保有し

たとしても，それが一審原告ｑ２のプライバシー侵害にならないことは明らかである。 
（ｂ）一審原告ｑ３ 
 一審原告ｑ３に関する本件の情報は，同原告が日本共産党に所属する多賀城市の市議会議員で

あること及び同原告が同市内の成人式会場前で同党の宣伝活動を行ったという事実のみである。

したがって，上記情報も前記（ａ）と同様の理由により法的保護の対象となるプライバシーに係

る情報には該当しないから第三者がこれを収集，保有することが一審原告ｑ３のプライバシー侵

害にならないことは明らかである。 
（ｃ）一審原告ｑ１ 
 一審原告ｑ１に関する本件の情報は，同原告の本名及び職業のほか，同原告が「ｑ１８」とい

う通称（芸名）を用いて，β 内のみやぎ生協ｑ１９店敷地内において本件派遣に反対するライブ

活動及び署名活動などを行ったという事実のみである。β は陸上自衛隊船岡駐屯地（以下「船岡

駐屯地」という。）が所在するγ に隣接し，上記店舗は自衛隊員の家族が利用するなどしていた

から，同店付近で行われる本件派遣反対活動は，隊員及びその家族への悪影響等が生じることが

考えられる状況にあった。そして，一審原告ｑ１は，ある程度知名度のある歌手であり，公共の

場において，自らの通称を看板に掲げてライブ活動及び署名活動等を通じて一定の政治的見解を

公衆に訴える表現活動を行ったというのであり，本名及び職業以外の上記事実は，一般公衆に了

知されることを当然の前提として公開されていた情報である。また，本名及び職業は，単純な個

人識別情報又は外延情報にすぎず，社会生活を営む上で一定の範囲では当然に開示されるべき情

報である上，一審原告ｑ１の場合にはある程度知名度のある歌手であり，一般人とは異なり，そ

の本名及び職業を他者に知られることは同原告も当然に予測，受忍していたといえる。したがっ

て，一審原告ｑ１については，その本名及び職業についても，その秘匿性は認められず，法的保

護の対象となるプライバシーに係る情報とはいえないから第三者がこれを収集，保有することが

同原告のプライバシー侵害にならないことは明らかである。 
（ｄ）一審原告ｑ４ 
 一審原告ｑ４に関する本件の情報は，同原告が日本共産党に所属する町議会議員であるととも

に「新日本婦人の会大河原支部」という社会運動団体の構成員であること及び同原告が成人式会
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場前で本件派遣に反対する活動を行ったという事実のみである。したがって，上記情報も前記

（ａ）と同様の理由により法的保護の対象となるプライバシーに係る情報には該当しないから第

三者がこれを収集，保有することが一審原告ｑ４のプライバシー侵害にならないことは明らかで

ある。 
（ｅ）一審原告ｑ５ 
 一審原告ｑ５に関する本件の情報は，同原告が日本共産党に所属する秋田県議会議員であるこ

と及び同原告が秋田市の成人式会場前で本件派遣に反対する活動を行ったという事実のみであ

る。したがって，上記情報も前記（ａ）と同様の理由により法的保護の対象となるプライバシー

に係る情報には該当しないから第三者がこれを収集，保有することが一審原告ｑ５のプライバシ

ー侵害にならないことは明らかである。 
（ｆ）一審原告ｑ６ 
 一審原告ｑ６に関する本件の情報は，同原告が日本共産党系の「有事立法阻止秋田県実行委員

会」という社会運動団体の構成員であること及び同原告が成人式会場周辺において本件派遣に反

対する街宣活動を行ったという事実のみである。一審原告ｑ６は，日本共産党推薦候補として秋

田市長選挙に複数回立候補するなどしているところ，上記事実は，公的立場あるいはそれに準ず

る立場にある者の氏名，所属する社会運動団体及び政治活動に関する公開情報であって，同原告

のプライバシーを侵害する性格の情報ではないから，およそどのような者がどのような理由によ

り当該情報を収集，保有したとしても，それが同原告のプライバシー侵害にならないことは明ら

かである。 
（ｇ）一審原告ｑ７ 
 一審原告ｑ７に関する本件の情報は，同原告が日本共産党系の「有事立法阻止秋田県実行委員

会」という社会運動団体の構成員であること及び同原告が成人式会場周辺における本件派遣に反

対する街宣活動を行ったという事実のみである。一審原告ｑ７は，上記委員会の事務局長を務め

ていたほか，秋田県労働組合総連合（以下「秋田県総連合」という。）事務局長などを務め，本

名を公開して種々の政治的・社会的提言を行うなどしてきた教員であり，ある程度知名度のある

者であって，公共の場で街宣活動を行い，一定の政治的見解を公衆に訴える表現活動を行った場

合に，その氏名及び所属する社会運動団体と結びつけられて当該街宣活動を行ったことが他人に

知られたとしても，その秘匿性は認められず，法的保護の対象となるプライバシーに係る情報と

はならないから，およそどのような者がどのような理由により当該情報を収集，保有したとして

も，それが同原告のプライバシー侵害にならないことは明らかである。 
（ウ）肖像権 
 一審原告らの主張を精査しても，どの一審原告が，いつ，いかなる場所において，情報保全隊

によって容ぼう等を写真撮影され，肖像権を侵害されたのかについて，具体的な主張はないから，

肖像権に関する同原告らの主張は失当である。なお，本件各文書中には，一審原告らが参加した

と主張する活動等の開催地を撮影場所として付記した写真は存在しない。 
（エ）思想良心の自由 
 情報保全隊の情報収集活動は，一審原告らが特定の思想を持つことを禁じたり，その露見を強

制したりするような性質を有するものではなく，同原告らの内心の自由に何らの影響を与えるも

のではない。 
（オ）表現の自由 
 情報保全隊の情報収集活動は，一審原告らの活動等に対し何らかの妨害行為となるような性質

を有しておらず，同原告らの表現の自由を制約するものではない。一審原告らは，同原告らが主

張する活動等をした当時，情報保全隊によって情報収集活動が行われていることを全く認識して

いなかったのであって，上記情報収集活動は，同原告らの表現行為に対し萎縮効果をもたらすも

のではないし，仮に同原告らが同活動の事実を知ったからといって，これを理由として同原告ら

において将来活動等に参加することをやめざるを得ないといった状況が生じるとは到底考えら

れない。 
（カ）知る権利 
 一審原告らの主張は，報道機関の報道の自由ないし取材の自由等が現実に制限されたことが前

提となっているところ，これらの自由が現実に制限された事実について，何ら具体的な主張立証
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がないし，情報保全隊の情報収集活動によって報道機関の活動が何らかの影響を受けるとは考え

られない。 
（キ）平和的生存権 
 一審原告らが主張する平和的生存権については，何らかの憲法上の人格権として捉えようとす

ることはできず，具体的権利性はない。 
イ 国賠法上の違法性の不存在 
（ア）情報収集行為と法令上の根拠 
 情報保全隊の情報収集活動は，何ら権力的手段を用いるものではなく，また，一審原告らが主

張する人格に関する権利利益を侵害するものではないから，根拠規範は不要である。 
（イ）本件情報の私事性，秘匿性はないか又は限りなく低いこと 
 一審原告ら７名に係る本件に関する各情報は，いずれも法的保護に値するプライバシーに係る

情報ではない。仮に，これらのうち一部でも上記情報に該当する余地があるものがあったとして

も，その私事性，秘匿性はないか，又はあるとしても極めて低いものである。その余の一審原告

らに係る本件に関する情報の内容についても同様である。 
（ウ）本件の情報収集の目的は正当であり，必要性があったこと 
ａ 情報保全隊は，その任務として，前提事実（３）の法令等に基づき，防衛省や自衛隊の秘密

保全，隊員保全，組織や行動等の保全，施設や装備品等の保全等の目的を達成するために必要な

資料及び情報の収集整理等を行っている。上記任務のうち，本件で特に問題となるのは，「自衛

隊に対する外部からの働きかけ等から部隊を保全するために必要な資料及び情報の収集整理等」

である。具体的には，自衛隊に対する秘密を探知しようとする行動，基地施設等に対する襲撃，

自衛隊の業務に対する妨害，自衛隊職員を不法な目的に利用するための行動等，自衛隊の基地施

設等の周辺等において防衛省や自衛隊の業務の遂行に支障を及ぼすおそれのある活動を行う外

部の団体等に関して情報等を収集している。このことは，究極的には主権者である国民全体の利

益になるものであるから，上記の目的が正当であることは明らかである。 
ｂ 特に，平成１５年１２月の本件派遣に係る閣議決定の前後における団体等の本件派遣反対活

動並びに隊員及び家族の心境等を考慮すれば，派遣が予定されていた隊員はもちろんのこと，国

内に残留し派遣を支える隊員にも，本件派遣反対活動の影響により心理的な混乱を生じさせる具

体的危険性が存した。そのため，情報保全隊としては，隊員及び家族への働きかけを限局させる

べく，駐屯地近傍の地域を中心に，本件派遣反対活動等に関連する情報の収集及び整理を行う高

度の必要性が存したのであり，かつ，本件の情報収集には正当な目的があった。 
（エ）本件における情報収集方法は相当性を有するものであったこと 
ａ 情報保全隊が自ら行う情報収集活動は，強制力を伴わない方法，態様によってのみ行われて

おり，国民の生活や政治活動等に何らかの影響を及ぼすなど国民に特別の負担を負わせるもので

もない。具体的には，隊員等からの任意の情報提供，聴取のほか，インターネットや刊行物から

の情報収集，公道等の一般に公開された場所で発せられている情報の収集が行われており，当然

のことながら私人宅等に無断で立ち入るような方法，態様での情報収集は一切行われていない。 
ｂ 本件の情報収集についても，その内容からも明らかなとおり，その収集の手段・方法は，公

的立場にある議員若しくはそれに準ずる立場にある者又は知名度のある歌手若しくはある程度

知名度のある教員により行われた議会や公共の場所における政治的・社会的活動等という外部か

ら容易に認識することができる外形的行為につき，これを実際に聞知した者が，その活動者の氏

名等とともに，本件各文書に書き留めたという平穏なものに過ぎない。また，第三者に認識され

ることが全く予定されていない情報が収集されたものでも，有形力の行使を伴ったものでもなけ

れば，一審原告らをはじめ国民に何らかの受忍を強いたものでもない。 
 なお，情報保全隊は，一般的に他の行政機関から公開されていない情報の提供を受け得る態勢

にはあり得たものの，実際に提供を受けるに当たっては，法令の範囲内で適法に行われることが

当然の前提とされていた。そして，当時，本件派遣反対活動等に関連する情報の収集及び整理を

行う高度の必要性が存したことからすれば，情報収集の方法として，他の行政機関から公開され

ていない情報の提供を受けることが不相当な方法であったということはできない。また，本件の

情報の性質に鑑みれば，事前又は事後にその活動をする者から情報収集につき同意が得られるこ

とは期待できない。したがって，情報保全隊が上記同意を得なかったとしても，収集方法の相当
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性を損なうものではない。 
（オ）本件において収集された情報の管理は適正かつ厳格にされていたこと 
ａ 情報保全隊が収集した情報を記載した文書は，その必要に応じて，「庁秘」，又は「注意」

に指定され，目的外使用がされないように厳格に管理され，用済み後又は１年未満の保存期間の

満了後直ちに廃棄される。他方，情報保全隊が収集した資料のうち同隊が作成した文書に添付さ

れなかったもの，隊員が撮影した写真のうち情報保全隊が作成した文書に添付されなかったもの

及び隊員が情報収集時に書き留めた紙のメモは，いずれも用済み後に直ちに廃棄される。また，

文書を作成する際に形成される電磁的記録については，文書として印刷出力するなどした時点で，

廃棄又は破棄される。そして，以上の短期間の保有であっても，その漏えいが刑罰等の対象とな

るなどその防止措置が講じられている。 
ｂ このように，情報保全隊が収集した情報は，目的達成に必要な短期間の保有のみが予定され，

その間，目的外使用や漏えいがされないよう適正かつ厳格な管理状況にあるものである。なお，

仮に，本件各文書が情報保全隊の作成した文書であるとすれば，同文書は，上記のような厳格な

管理状況にもかかわらず，一部の者の不正行為により漏えいされたことになり，大変遺憾な事態

であるといわざるを得ない。情報保全隊が収集した情報を隊員が外部に漏えいする行為は，その

教唆及び幇助を含め，自衛隊法により刑罰をも科される違法行為であり，当然ながら懲戒処分の

対象ともなる。したがって，このような事態は決して許されないごく例外的なものにすぎず，仮

にそのような事態があったとしても，情報保全隊による情報及びこれを記載した文書の管理状況

が杜撰なものであったことにならないことは明らかである。 
（カ）小括 
 一審原告らの主張する「表現活動の監視による情報収集等」の意味は明らかではないが，前記

のとおり，情報保全隊は，正当な目的の下，強制力を伴わない平穏な態様で，情報収集活動を行

っており，また，収集された情報については，適切な管理が行われている。このように，情報保

全隊の情報収集活動は，一審原告らを含め，国民の権利利益を侵害しない範囲内において実施さ

れており，情報収集活動が社会通念上是認し難いものということはできないから，公務員の職務

上の法的義務に違反するものということはできず，行政機関保有個人情報保護法３条の趣旨を逸

脱するものではないから，何ら違法なものではない。 
（４）争点〔４〕（本件差止等請求についての必要性等）について 
【一審原告ら】 
ア 情報保全隊は、前身の調査隊の頃から本件監視行為等を行っていたのであり，そのほか，平

成２２年４月９日の衆議院安全保障委員会及び同年５月２７日の参議院外交防衛委員会におけ

る政府答弁も踏まえると，情報保全隊が一審原告らを含む国民に対し現在も本件監視行為等を日

常的，恒常的，継続的に全国各地において行っていることは疑いのないところである。また，本

件各文書や本件週報の各記載内容からも，本件監視行為等が継続していることが見て取れる。我

が国における民主制，民主主義を守るためには，国民の表現活動への重大な萎縮効果をもたらす

ような本件監視行為等自体を差止める必要性は大きい。また，戦前の「憲兵政治」の復活を防止

するためにも上記差止めは必要である。 
イ なお，本件各文書では，本件派遣反対活動だけが監視の対象となっているのではなく，年金

制度改悪反対など上記活動に関係のない運動も監視の対象となっているのであり，本件派遣が終

了したことをもって，情報保全隊の国民監視が終了したことにならないことは明らかである。  
ウ 行政機関の職員が当該行政文書を職務上作成し，又は取得し，当該行政機関がそれを保有す

るに至ったことを立証した場合には，その後もその状態が継続していることが事実上推認される

ことからすれば，現在も一審被告が本件各文書を保有していることが推認される。 
エ 以上のとおり，人権侵害を防止し，民主制の瑕疵を回復させるため，本件監視行為等を差し

止める必要性は大きい反面，これを差し止めても我が国の安全にとって何らの不都合はない。本

件差止請求は認められるべきである。 
【一審被告】 
ア 一審原告らが差止請求権の根拠として主張する権利は，少なくとも差止請求権等を導くよう

な排他的権利として認められる余地はない。 
イ 仮に，本件各文書及び本件週報が情報保全隊作成文書であると認定されたとしても，情報保
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全隊により作成された文書は，用済み後又は１年未満の保存期間満了後直ちに廃棄されている。

したがって，現時点において，情報保全隊が本件各文書及び本件週報の原本を保有しているとは

認められず，本件各文書及び本件週報の廃棄を求める請求については，対象文書の存在が立証さ

れていない。 
（５）争点〔５〕（一審原告らの損害）について 
【一審原告ら】 
 一審原告らは，前記のとおり，人格権としてのプライバシー権，自己情報コントロール権のほ

か，表現の自由，思想良心の自由，知る権利，平和的生存権等の重要な権利を侵害された。その

ことによる筆舌に尽くし難い精神的苦痛を金銭で評価すれば，一人あたり１００万円は下らない。 
【一審被告】 
 争う。 
 
第４ 当裁判所の判断 
１ 争点〔１〕ア（一審原告らの差止請求のうちの本件主位的請求は差止めの対象が特定してい

るか。）について 
（１）一審原告らが一審被告に対し差止めを求める「一切の表現活動の監視」による「情報の収

集，記録，整理，利用及び保管」は，一義的に明確な用語ではなく，これをもって，差止めの対

象たる将来の行為を具体的に特定する機能を有しているとはいい難いから，本件主位的請求は，

不適法といわざるを得ない。 
（２）上記の点について，一審原告らは，本件主位的請求が特定されている旨主張する（前記第

３・５（１）【一審原告ら】ア）。しかし，具体的に特定された行為が本件主位的請求に包含さ

れることがあり得るとしても，そのことによって，本件主位的請求自体が特定されたものになる

わけではなく，本件主位的請求は全体としてみれば不特定といわざるを得ず，一審原告らの上記

主張は上記（１）の判断を左右するものではない。 
２ 争点〔１〕イ（本件追加的予備的請求は許されるか，また，差止めの対象が特定しているか）

について 
（１）訴訟手続の経過等 
 以下の事実は，当裁判所に顕著である。 
ア 原審は，平成２４年３月２６日，前記第１・２（１）の請求（本件主位的請求）に係る訴え

を却下する旨の判決をした。 
イ 一審原告らは，平成２４年１１月１６日付け「訴えの変更申立書」によって，差止請求につ

いて，差止行為を具体的に特定するとして，前記第１・２（２）アないしクのとおり，予備的請

求を追加（本件追加的予備的請求）した。 
ウ 一審被告は，平成２４年１２月３日付け「訴えの変更申立てに対する答弁書」によって，本

件追加的予備的請求の一部について訴えの変更について不許の決定がなされるべきであり，その

全部について不適法であると主張した。 
（２）訴えの変更の当否 
 請求の基礎に変更がなく，著しく訴訟手続を遅滞させることがないときに訴えの変更が許され

る（民訴法２９７条，１４３条）が，訴え却下判決に対する控訴審における訴えの変更は，そも

そも控訴審の審判の対象が訴え却下の当否に限られ，請求の当否を問題にしないのが原則であり

（同法３０７条），控訴審で請求の当否を審理した場合には，反対当事者の審級の利益が奪われ

ると考えられることなどからすれば，原則として許されないものというべきである。ただし，前

提となる事実関係について一審裁判所が審理を遂げ，反対当事者において異議がないなどの事情

が認められ，訴えの変更を許すことによって相手方の審級の利益を害することなく，訴訟手続を

遅滞させるおそれもないときは上記訴えの変更が許される場合があるとはいえる（最高裁平成５

年１２月２日判決・裁判集民事１７０号６９３頁参照）。しかし，本件においては，差止請求に

損害賠償請求が併合されている関係で一審被告（情報保全隊）による情報収集等に関する事実関

係について一定の審理は遂げられているものの，差止請求については，単に情報収集の違法性と

いう争点のみならず，差止めの必要性という別途の争点があり（仮に情報収集が違法であるとし

ても，そのことから直ちに差止請求が認容されるという関係にはない。），この点につき原審に
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おいて審理が遂げられているとは理解できないし，本件追加的予備的請求の内容には，一審原告

らにおいて，当審において新たに追加された事実関係に基づく部分もあり，請求の基礎の同一性

に疑問のある請求も含まれている（前記第３・５（１）【一審被告】イ）。また，本件追加的予

備的変更について反対当事者である一審被告に異議がないとはいえない（前記第３・５（１）【一

審被告】イによれば，一審被告は，同被告が上記主張において整理するところの〔３〕及び〔４〕

の請求に関する訴えの変更について異議を述べ，その余の請求については不適法と主張している。

後者については明示的に異議を述べているわけではないが，その請求を不適法であると主張して

いることからすれば，訴えの変更に同意しているとは理解できない。）。そうすると，上記訴え

の変更については，例外的に許されるべき事情が備わっているとは認められず，許されないもの

と判断される。なお，この点に関しては，理由中の判断にとどめることとする。 
３ 争点〔２〕（情報保全隊が本件各文書を作成したか）について 
（１）証拠（甲Ａ１の１及び２の存在自体，３，４，５の３，１７）及び弁論の全趣旨によれば，

日本共産党が本件各文書を自衛隊関係者から内部文書として入手したと説明していること，本件

各文書は真の原本をコピー機で複製したものであること（本件各文書の右下に付されている頁番

号は日本共産党が便宜上付し，黒塗り箇所は日本共産党がした。），本件各文書には，自衛隊の

射撃音に対する苦情等に関する電話や本件派遣に反対する要請書を手交したいとの電話が自衛

隊関係部署等に対してされたこと等の専ら自衛隊しか知り得ない内容も記載されていることが

認められる。また，証拠（甲Ａ１２）によれば，ｑ２０防衛大臣（当時，以下「ｑ２０防衛大臣」

という。）は，平成１９年６月７日，参議院外交防衛委員会において，「（本件各文書が）自衛

隊の文書かどうか，その点をはっきりしてください。」等と質問されたのに対し，「自衛隊の文

書でないとは断言できない。」，「うちの資料ではないので，全部が本物かどうかについてはつ

まびらかにすることはできない。ただ，自衛隊の関係者から入手したというような共産党のｑ２

１委員長の報告については，全く根も葉もないということじゃないと思っている。正直言ってす

べてが本物であるかどうかはわからない。」旨の答弁をし，また，本件各文書作成当時情報保全

隊長であったｑ２２（以下「ｑ２２」という。）が，本件各文書について「当時の自衛隊の情報

保全隊の書式に似ている。」旨，本件文書１について「通覧した後の印象として違和感が明確に

あったことはなかったように思う。」旨，本件文書２について「内容の記載に違和感を覚えた印

象はない。」旨証言していることが認められるところ，本件各文書が情報保全隊作成の文書でな

ければ，およそ上記のような答弁，証言は考え難い。これらの点に加え，前提事実（１）イのと

おり，本件文書１の形式は防衛省における文書の形式に関する訓令所定の文書の形式に合致して

いること，本件各文書の作成者として東北方面情報保全隊長ないし情報保全隊が表示されている

こと，また，このような体裁の文書を自衛隊以外の第三者が作成するとはおよそ考え難いことな

どを考え併せれば，本件各文書につき，真の原本が存在し，かつ，これらが情報保全隊によって

作成されたと認めるのが相当である。 
（２）一審被告は，一審原告らが本件各文書の作成者を明らかにせず，その形式的証拠力を立証

しないから，本件各文書を事実認定の証拠として用いることは許されない旨主張する。本件各文

書は，写しを原本として提出されたものであるところ，一審原告らは，写しの作成者を主張しな

い（第４回口頭弁論期日における一審原告らの陳述）が，そうだからといって当該証拠が常に形

式的証拠力を有しないと解することは相当ではなく，前記のとおり，関連する証拠から本件各文

書につき，真の原本が存在し，かつ，これらが情報保全隊によって作成されたと認められる本件

においては，一審原告らが写しの作成者を主張しないがゆえに，本件各文書を事実認定の証拠と

して用いることは許されないとはいえず，この点に関する一審被告の主張は採用できない。 
４ 争点〔３〕（情報保全隊による情報収集等の行為（一審原告らの主張する「情報保全隊によ

る表現活動の監視による情報収集等の行為」）が一審原告らに対する関係で国賠法上違法となる

か）について 
（１）認定事実 
ア 本件各文書の概要 
 証拠（甲Ａ１の１・２）によれば，以下の事実が認められる。 
（ア）本件文書１ 
 本件文書１は，作成者を「東北方面情報保全隊長」とする「各派遣隊長」宛て文書であり，配
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布区分が「情報保全隊長，東北方面総監部調査課長，仙台派遣隊３部北部，東部，中部，西部各

方面情報保全隊長」とされており，その表紙には「注意」の記載がある。本件文書１の項目は，

概ね「１ 全般」，「２ 一般情勢」，「３ 反自衛隊活動」，「４ 外事」，「５ 自衛隊に

対するマスコミ動向」，「６ 対象期間以前の事象」，「７ 国内勢力の今後の取組予定」から

なるところ，各文書の内容の概略は以下のとおりである。 
ａ 本件文書１（１） 
（ａ）上記文書は，平成１６年１月７日から同月１４日までの期間に関する同月１６日付け文書

であり，「１６．２．５まで保存」と記載されている。 
（ｂ）全般に関しては，「本週間，国内勢力による取組が２６件認められた。」，「これらの取

組のほとんどは，自衛隊のイラク派遣に反対する宣伝活動であり，青森，岩手，宮城及び福島の

各県内では成人式の場に絡めた主に新成人者の獲得を企図したものと思われるＰ系の宣伝活動

が認められた。」，「地方自治体の動向として，イラクへの自衛隊派遣に反対する陳情書の採択

等が２件確認された。引き続き，国内勢力による隊員（家族等含む）工作並びに隊員及び地方自

治体の動向に注目する必要がある。」などと記載されている。 
（ｃ）一般情勢に関しては，〔１〕国政及び地方自治体の動向として，「秋田県２件」，〔２〕

治安情勢として，「Ｐ系（宣伝）２０件，Ｓ系（宣伝）２件，Ｐ・Ｓ系共闘（宣伝）２件，Ｐ・

Ｓ・ＮＬ系共闘（宣伝）１件，Ｐ・ＮＬ共闘（宣伝）１件」，〔３〕一般情勢の細部として２８

件の事象が「発生年月日」「発生場所」「件名」「関係団体」「関係者」「内容」「勢力等」に

ついて記載されている。内容としては，本件派遣反対活動に関するものが多くを占め，うち，自

治体における本件派遣反対等決議に関するものが２件，成人式会場での宣伝活動に関するものが

１０件を占めるが，中には「医療費負担増の凍結，見直し」街宣活動に関するもの（番号７），

「０４国民春闘」街宣活動に関するもの（番号８）もある。 
（ｄ）対象期間以前の事象に関しては，〔１〕国政及び地方自治体の動向，〔２〕反自衛隊活動，

〔３〕対象期間以前の事象の細部について記載されている。 
（ｅ）国内勢力の今後の取組予定に関しては，〔１〕ＮＬ系団体による集会・デモ１件，〔２〕

Ｐ系団体による集会・デモ２件について記載されている。 
ｂ 本件文書１（２） 
（ａ）上記文書は，平成１６年１月１４日から同月２１日までの期間に関する同月２２日付け文

書であり，「１６．２．１０まで保存」と記載されている。 
（ｂ）全般に関しては，「本週間，国内勢力による取組が９件認められた。」，「これらの取組

は全て自衛隊のイラク派遣に反対する宣伝活動であり，自衛隊に対する直接行動として船岡駐屯

地に対し，Ｐ系団体に動化する兆よる抗議申入書の手交が認められた。」，「陸自先遣隊が派遣

され，主力の投入が検討されている時期であり，引き続き，国内勢力による隊員（家族等含む）

工作並びに隊員の動向に注目する必要がある。」などと記載されている。 
（ｃ）一般情勢に関しては，〔１〕治安情勢として，「Ｐ系（宣伝）２件，Ｓ系（宣伝）２件，

ＮＬ系（宣伝）１件，Ｐ・Ｓ系共闘（宣伝）１件，Ｐ・Ｓ・ＮＬ系共闘（宣伝）１件，Ｕ系（宣

伝）１件」，〔２〕一般情勢の細部として９件の事象が「発生年月日」「発生場所」「関係者又

は団体」「内容」について記載されている。内容としては，すべて本件派遣反対活動に関係する

ものである。 
（ｄ）反自衛隊活動に関しては，「Ｐ系抗議１件」が記載されている。 
（ｅ）対象期間以前の事象に関しては，一般情勢について記載されている。 
（ｆ）国内勢力の今後の取組予定に関しては，ＮＬ系団体による集会・デモ１件について記載さ

れている。 
ｃ 本件文書１（３） 
（ａ）上記文書は，平成１６年１月２１日から同月２８日までの期間に関する同月３０日付け文

書であり，「１６．２．２０まで保存」と記載されている。 
（ｂ）全般に関しては，「本週間，国内勢力による取組が１６件認められた。」，「これらの取

組は全て自衛隊のイラク派遣に反対する宣伝活動である。」，「陸自本隊派遣命令が下達され，

反対活動は引き続き活発化するものと思われる。引き続き，国内勢力による隊員（家族等含む）

工作並びに隊員の動向に注目する必要がある。」などと記載されている。 
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（ｃ）一般情勢に関しては，〔１〕治安情勢として「Ｐ系（宣伝）６件，Ｓ系（宣伝）２件，Ｎ

Ｌ系（宣伝）１件，Ｐ・Ｓ・ＮＬ系共闘（宣伝）２件，Ｓ・連合系共闘（宣伝）１件」，〔２〕

一般情勢の細部として１２件の事象が「発生年月日」「発生場所」「関係者又は団体」「内容」

について記載されている。内容としては，すべて本件派遣反対活動に関係するものであるが，う

ち１件は「イラク・戦争とこどもたち」と題する写真展に，うち１件は「年金改案反対」の街宣

活動に付随するものである。 
（ｄ）反自衛隊活動に関しては，「民主党宣伝１件」，「地域住民抗議２件」，「警対性不明調

査１件」が記載されている。 
（ｅ）自衛隊に対するマスコミ動向に関しては，新聞記者による駐屯地広報室長に対する取材に

関して記載されている。 
（ｆ）対象期間以前の事象に関しては，〔１〕一般情勢，〔２〕反自衛隊活動，〔３〕自衛隊に

対するマスコミ動向について記載されている。一般情勢のうち１件は，日本国家公務員労働組合

連合が実施した「年金制度改悪反対」の街宣活動に関するものである。 
（ｇ）国内勢力の今後の取組予定に関しては，Ｐ・Ｓ・ＮＬ系団体共闘による集会・デモ１件に

ついて記載されている。 
ｄ 本件文書１（４） 
（ａ）上記文書は，平成１６年２月４日から同月１０日までの期間に関する同月１２日付け文書

であり，「１６．３．４まで保存」と記載されている。 
（ｂ）全般に関しては，「本週間，国内勢力による取組が１５件認められた。」，「これらの取

組のほとんどは自衛隊のイラク派遣に反対する宣伝活動である。また，自衛隊に対しての直接行

動として秋田駐屯地に対するＰの街宣活動が認められた。」，「引き続き，国内勢力の取組に対

する市民の反応，隊員（家族等含む）工作及び隊員の動向に注目する必要がある。」などと記載

されている。 
（ｃ）一般情勢に関しては，〔１〕治安情勢として「Ｐ系（宣伝）１１件，Ｓ系（宣伝）１件，

Ｐ・Ｓ・ＮＬ・新社会党系共闘（宣伝）１件，右翼系（宣伝）１件，その他（連合系）（宣伝）

１件」，〔２〕一般情勢の細部について記載され，この点については，１５件の事象が「発生年

月日」「発生場所」「関係者又は団体」「内容」について記載されている。内容としては，多く

は本件派遣反対活動に関係するものであるが，うち１件は核兵器廃絶を求める署名活動に関する

ものであり，うち２件は原水爆禁止の会の街宣活動に関するもの，うち１件は，右翼による北方

領土の日の集会への参加を呼びかける街宣活動に関するものである。 
（ｄ）反自衛隊活動に関しては，「Ｐ系宣伝１件」が記載されている。 
（ｅ）自衛隊に対するマスコミ動向に関しては，放送局記者による総監部広報室に対する取材に

関して記載されている。 
（ｆ）対象期間以前の事象に関しては，〔１〕一般情勢，〔２〕反自衛隊活動，〔３〕自衛隊に

対するマスコミ動向について記載されている。 
（ｇ）国内勢力の今後の取組予定に関しては，ＮＬ系団体によるデモ１件について記載されてい

る。 
ｅ 本件文書１（５） 
（ａ）上記文書は，平成１６年２月１９日から同月２５日までの期間に関する同月２６日付け文

書であり，「１６．３．１８まで保存」と記載されている。 
（ｂ）全般に関しては，「本週間，国内勢力による取組が１８件認められた。」，「これらの取

組のほとんどは自衛隊のイラク派遣に反対する形式的な宣伝活動である。」，「管内でも２３日

に派遣準備が発令され，反自衛隊活動が逐次活発化することが予想されることから，引き続き，

国内勢力の取組に対する市民の反応，隊員（家族等含む）工作及び隊員の動向に注目する必要が

ある。」などと記載されている。 
（ｃ）一般情勢に関しては，〔１〕治安情勢として「Ｐ系（宣伝）９件，Ｓ系（宣伝）３件，Ｎ

Ｌ系（宣伝）２件，Ｐ・Ｓ・ＮＬ・新社会党系共闘（宣伝）１件，〔２〕一般情勢の細部として，

１５件の事象が「発生年月日」「発生場所」「関係者又は団体」「内容」について記載されてい

る。内容としては，その多くは，本件派遣反対活動に関係するものであるが，うち１件は「小林

多喜二展」に関するもの，うち１件は全日本年金者組合の「年金改悪反対」の街宣活動に関する
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もの，うち１件は消費税廃止各界連絡会の「消費税増税反対」の街宣活動に関するものである。 
（ｄ）反自衛隊活動に関しては，「その他（警対性不明）妨害，調査，抗議各１件」が記載され

ている。 
（ｅ）自衛隊に対するマスコミ動向に関しては，〔１〕自衛隊のイラク派遣関連として福島県１

件，〔２〕隊員の意識，訓練・装備品等として岩手県５件について記載されている。 
（ｆ）国内勢力の今後の取組予定に関しては，Ｐ・Ｓ・ＮＬ・新社会党共闘団体によるデモ１件

について記載されている。 
（イ）本件文書２ 
 本件文書２は，作成者を「情報保全隊」とする「イラク自衛隊派遣に対する国内勢力の反対動

向」と題する文書であり，その趣旨は，「自衛隊イラク派遣に対する国内勢力の反対動向に関す

る全国規模のものを週間単位及び月単位でまとめたものであり，今後の国内勢力の動向について

分析の資とする」ものである。本件文書２の項目は，概ね「１ 趣旨」，「２ 期間」，「３ 国

内勢力の動向に関するコメント」からなるが，「４ イラク現地における国内勢力の動向」，「５ 

日本国内におけるイスラム勢力等の特異動向」について記載されているものもある。上記３は概

ね「ア 全般」，「イ 革新政党」，「ウ 新左翼等」，「エ 労組」，「オ その他」から構

成されている。その内容の概略は以下のとおりである。 
ａ 本件文書２（１） 
（ａ）上記文書は，平成１５年１１月２５日から同月３０日までの期間及び１１月総括に関する

同年１２月２日付け文書である。 
（ｂ）イラク自衛隊派遣に対する国内勢力の反対動向として，〔１〕駐屯地，官舎，米軍施設等

に対する反対動向として１３件，〔２〕市街地等における反対動向として３６件の事象が，「区

分」「名称（主催団体）」「行動形態」「年月日」「時間」「場所」「動員数」「行動の概要」

について記載されている。 
ｂ 本件文書２（２） 
（ａ）上記文書は，平成１６年１月１２日から同月１８日までの期間に関する同月２０日付け文

書である。 
（ｂ）イラク自衛隊派遣に対する国内勢力の反対動向として，〔１〕駐屯地，官舎，米軍施設等

に対する反対動向として２７件，〔２〕市街地等における反対動向として８６件の事象が，「方

面」「区分」「名称（主催団体）」「行動形態」「年月日」「時間」「場所」「動員数」「行動

の概要」について記載されている。なお，「１．１６陸自先遣隊出国当日の防衛庁正門前での抗

議・申入れ行動」及び「都内及び札幌市内での派遣反対動向」に関しては写真が複数枚添付され

ている。 
ｃ 本件文書２（３） 
（ａ）上記文書は，平成１６年１月２６日から同年２月１日までの期間に関する同月４日付け文

書である。 
（ｂ）イラク自衛隊派遣に対する国内勢力の反対動向として，〔１〕駐屯地，官舎，米軍施設等

に対する反対動向として２１件，〔２〕市街地等における反対動向として７２件の事象が，「方

面」「区分」「名称（主催団体）」「行動形態」「年月日」「時間」「場所」「動員数」「行動

の概要」について記載されている。なお，「全労連（Ｐ系）による防衛庁前での派遣反対行動」

及び「アジア共同行動（ＡＷＣ）による防衛庁前での派遣反対行動」に関しては写真が複数枚添

付されている。 
ｄ 本件文書２（４） 
（ａ）上記文書は，平成１６年２月２日から同月８日までの期間及び１月総括に関する同年２月

１０日付け文書である。 
（ｂ）イラク自衛隊派遣に対する国内勢力の反対動向として，〔１〕駐屯地，官舎，米軍施設等

に対する反対動向として１９件，〔２〕市街地等における反対動向として１００件の事象が，「方

面」「区分」「名称（主催団体）」「行動形態」「年月日」「時間」「場所」「動員数」「行動

の概要」について記載されている。なお，「キャンドルナイトで防衛庁前を通過する４，６５０

名のＰ系団体」，「Ｎ１１による千歳基地前での行動」，「Ｎ１２による同行動」及び「民主・

社民・連合７５０名による札幌市内行進」に関しては写真が複数枚添付されている。 
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ｅ 本件文書２（５） 
（ａ）上記文書は，平成１６年２月１６日から同月２２日までの期間に関する同月２４日付け文

書である。 
（ｂ）イラク自衛隊派遣に対する国内勢力の反対動向として，〔１〕駐屯地，官舎，米軍施設等

に対する反対動向として３１件，〔２〕市街地等における反対動向として９２件の事象が，「方

面」「区分」「名称（主催団体）」「行動形態」「年月日」「時間」「場所」「動員数」「行動

の概要」について記載されている。 
ｆ 本件文書２（６） 
（ａ）上記文書は，平成１６年２月２３日から同月２９日までの期間に関する同年３月３日付け

文書である。 
（ｂ）イラク自衛隊派遣に対する国内勢力の反対動向として、〔１〕駐屯地，官舎，米軍施設等

に対する反対動向として８件，〔２〕市街地等における反対動向として５５件の事象が，「方面」

「区分」「名称（主催団体）」「行動形態」「年月日」「時間」「場所」「動員数」「行動の概

要」について記載されている。 
（ウ）なお，本件各文書には上記のとおり「Ｐ」という呼称が記載されているところ，同文書に

おいては，日本共産党のノボリを掲げて署名活動等をした団体の名称等及び勢力を記載する欄に

「Ｐ」と記載され（甲Ａ１の１），また，革新政党として記載されている「Ｐ」の党機関誌が「し

んぶん赤旗」である旨記載されていること（甲Ａ１の２）からすると，同文書における「Ｐ」は

日本共産党を示すものと認められる。  
イ 情報保全隊について 
 前提事実（３），証拠（甲Ａ１６，乙４０，認定事実に付記したもの，証人ｑ２２，同ｑ２３）

及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められる。 
（ア）設立経過 
 平成１５年３月２７日，自衛隊におけるそれまでの「調査隊」が廃止され，陸上自衛隊情報保

全隊，海上自衛隊情報保全隊，航空自衛隊情報保全隊がそれぞれ設立された。そして，上記各自

衛隊の情報保全隊は，平成２２年４月１日，統合され，一つの組織となった。（甲Ａ４６） 
（イ）組織構成及び人数 
ａ 平成２２年４月１日現在 
 情報保全隊は，情報保全隊本部のほか，中央情報保全隊及び５つの地方情報保全隊から構成さ

れ，必要に応じ，地方情報保全隊の業務を分担させるため，各地の部隊等の所在地に情報保全派

遣隊が配置されている。上記同日現在の情報保全隊全体の人数は１００７名である。 
ｂ 統合される直前の陸上自衛隊情報保全隊の組織構成及び人数 
 上記組織は，情報保全隊本部のほか，本部付情報保全隊及び５つの方面の情報保全隊により構

成され，必要に応じ，方面情報保全隊の業務を分担させるため，各地の部隊等の所在地に情報保

全派遣隊が配置されていた。統合される直前の陸上自衛隊情報保全隊の人数は６６６名であった

（なお，同時期の海上自衛隊情報保全隊の人数は１０７名，航空自衛隊情報保全隊の人数は１５

８名であった。）。 
（ウ）情報保全隊の業務に関する定め 
 陸上自衛隊情報保全隊の任務は，「陸上幕僚監部，陸上幕僚長の監督を受ける部隊及び機関並

びに別に定めるところにより支援する施設等機関等の情報保全業務のために必要な資料及び情

報の収集整理及び配布を行うこと」（陸自情報保全隊訓令３条）であり，ここにいう情報保全業

務とは「秘密保全，隊員保全，組織・行動等の保全及び施設・装備品等の保全並びにこれらに関

連する業務をいう」（同訓令２条）と定められている。 
（エ）情報保全隊の業務に関する防衛大臣等の発言 
ａ 平成１９年６月７日の参議院外交防衛委員会において，ｑ２０防衛大臣は，「自衛隊におい

ては，自衛隊の行動に対して賛成，反対，いろいろなことがあると思うから，絶えずそういうこ

とについての情報を収集し分析している。」，「団体が集会をしているということを公開の場で，

出かけていって行われたことを事実として把握するだけの話で表現の自由を抑えるわけでもな

い。」，「法律は，一般論として情報保全隊の業務としては，もっと幅広く防衛に関することに

ついて情報を収集することができるようになっている。」，「情報収集して文書にまとめること
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もあればまとめないで破棄することもある。」，「世間の動きをキャッチすることは一番大事な

ことであるから，反対運動があればあるとして，大きければ大きいとしてそれを正確に情報収集

することは決して悪いことではない。デモの状態とか抗議行動とかを一般的に写真に撮ることは

差し支えなく違法だとは思わない。」旨の答弁をした（甲Ａ１２）。 
ｂ 平成２２年４月９日の衆議院安全保障委員会において，ｑ２４防衛副大臣は，「情報保全隊

がデモ等において，一定の写真撮影等の情報収集は法令を遵守した中で行う場合もある。」旨の

答弁をした（甲Ａ２２）。 
ｃ 平成２２年５月２７日の参議院外交防衛委員会において，ｑ２５防衛大臣政務官は，「情報

保全隊の任務は，外部からの働きかけ等に対して部隊や隊員等を保全するために必要な情報の収

集，整理等を行うものであり，防衛省の所掌事務の範囲内で関係法令に従い適切な方法で行うと

いうことは今なお必要性があると考えている。」旨の答弁をした（甲Ａ２３）。 
（オ）情報収集活動の目的及び方法等の概要 
 情報保全隊は，以下のような考え方及び方法で，情報収集活動（一審原告らは，情報保全隊の

活動について「情報収集」ではなく「監視」という表現を使用すべきである旨主張する。一審原

告らは，「監視」について「一定の使用目的をもって，その動静により悪事が起こらないように

敵対的相手方を見張る。」という意味である旨主張するところ，後記認定に係る情報保全隊の活

動について，上記「監視」という表現は適切なものとはいえないと判断するので，以下には「情

報収集」と表記する。）を行っている。 
ａ 情報保全隊は，自衛隊の施設等の情報保全業務（秘密保全，隊員保全，組織，行動等の保全

及び施設，装備品等の保全並びにこれらに関する業務）のために必要な資料及び情報の収集整理

及び配布を行う。情報保全隊の任務は，自衛隊の秘密を探知する動き，自衛隊の施設等に対する

襲撃，自衛隊の業務に対する妨害，隊員を不法なことに利用する動きなどの自衛隊に対する外部

からの働きかけから部隊を保全することにある。したがって，上記のようなことを行う可能性の

ある団体等の動き，活動，また，これらの団体等による隊員あるいは家族に対する接触状況等が

情報収集の対象となる。 
ｂ デモ行進や公開の場所における集会などについて，自衛隊駐屯地や関連施設を包囲するよう

な行動を伴う場合には自衛隊の業務が妨害される可能性が生じ，デモ行進や公開の場所における

集会においては自衛隊員に対して命令不遵守を求める場合があるので，上記デモ行進等が「部隊

等を保全するために必要な資料や情報」に該当する。 
ｃ 外部からの働きかけ等から部隊を保全するために必要な資料及び情報を収集するために，デ

モ行進等の内容に関する情報を収集する。デモ行進や公開の場所における集会については，事前

にデモ行進あるいは集会の行われる場所，時期，参加者あるいはその方法，要領等について情報

を収集する。また，実施される場所に赴いて収集することもあるし，集会やデモ行進に参加して

いる関係者や団体その他の活動についても情報収集することがある。デモ行進や集会については，

それに対して強制力を伴わない方法，態様によって情報を収集する。情報保全隊員がデモ行進や

集会の現場に出向く際には写真機や録音機を持参することがある。写真撮影する際の目的は，全

般的な風景，状況を撮影することにある。そのほか，これを主催し，あるいは参加する関係者及

び関係団体について，資料及び情報を収集，整理する必要があり，それら活動の関係者及び関係

団体等が行う他の活動や当該関係団体等に所属する個人に係る資料や情報についても，公開され

ているものであれば，収集整理する。具体的には，新聞，雑誌，書籍等の刊行物，対象団体の機

関誌や広報誌，対象団体のホームページ，対象者のブログ，集会等で配布しているビラや資料，

自衛隊員からの任意の情報提供及び聴取等により情報収集を実施している。 
ｄ 個人情報に関しては，外部からの働きかけ等を行う人物を特定し，自衛隊への影響を判断し

た上で必要最小限の個人情報を収集するようにしている。収集すべき個人情報の中に氏名は含ま

れ，職業，住所，生年月日，本籍，学歴，所属団体，所属政党，個人の交友関係も含まれうる。 
ｅ 情報保全隊において，収集した情報に関して，団体や個人名が記載された文書を整理してい

た。 
ｆ 情報収集した写真は，文書として保有され，画像を印刷した段階で元となるデータは抹消さ

れる。 
ｇ 情報保全隊は，自衛隊の警衛隊や広報員から情報の提供を受けることがあり，また，他の行
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政機関から非公開の情報の提供を受けることもある。 
ｈ 収集した情報については，陸上幕僚監部に対する配布，あるいは陸上幕僚長の監督を受ける

部隊あるいは機関等に対して配布する。その情報は，提供を受けた部署で活用される。 
（カ）収集した情報の管理等 
ａ 情報保全隊が収集した情報及び作成された文書の管理について定めた訓令等として「秘密保

全に関する訓令」（乙１１）（この解釈及び運用を示した通達として「秘密保全に関する訓令及

び特別防衛秘密の保護に関する訓令の解釈及び運用について（通達）」（乙５４）），「取扱上

の注意を要する文書等の取扱いについて（通達）」（乙１２）及び「陸上自衛隊文書管理規則」

（乙１３，４８～５０）が存在した。また，情報保全隊が管理保有していた文書の管理，保有及

び処分方法を定めた規則として「情報保全隊文書管理規則」（乙５１）が存在し，電磁的記録の

管理，保有及び処分方法を定めた通達等としては，「パソコン等を使用した文書管理について（通

達）」（乙５３）が存在した。さらに，個人情報の管理，保有及び処分方法を定めた通達等とし

ては「陸上自衛隊の保有する電子計算機処理に係る個人情報の安全確保等に関する達」（乙５５），

「防衛庁の保有する電子計算機処理に係る個人情報の安全確保等に関する訓令の実施について

（通知）」（乙５６）及び「秘密電子計算機情報の保全及び注意電子計算機情報の取扱い要綱に

ついて（通達）」（乙５７）が存在した。 
ｂ 情報保全隊が収集した情報及び作成された文書は，必要に応じて「庁秘」又は「注意」に指

定される。 
（ａ）「庁秘」に指定された文書は，その秘密は必要最小限度の範囲で指定された関係職員以外

の者に漏らすことは禁じられ，保全責任者が，秘密の保全に必要な措置を講じた場所，施設にお

いて，その秘密区分に従い，三段式文字盤鍵の掛かる金庫若しくは鋼鉄製の箱又は文字盤鍵の掛

かる鋼鉄製の箱に保管することによって管理されることになる。上記文書は，保存期間の満了や

破棄するよう通報があった場合に，保全責任者の職務上の上級者である管理者の承認を得て破棄

するところ，その破棄は，管理者の指定する職員の立会いの下，焼却等の方法により行われる。

保全責任者は，「庁秘」に指定された文書について送達，回収，返却又は破棄が行われたときは，

その旨を簿冊に搭載することとされている。 
（ｂ）「注意」に指定された文書は，その配布先及び配布数は必要最小限度にとどめるものとし，

特に必要なものについては一連番号を付し，配布先を記録しておくものとされ，外部から透視さ

れない鍵の掛かる容器に保管されるなど，厳重に管理される。上記文書は，作成者により明示さ

れた保存期間満了後，速やかに破棄することとされているが，配布を受けた者は，用済み後返却

することができ，この場合には，返却を受けた作成者が速やかに破棄し，その方法は，細断，粉

砕又は焼却等によることとされている。 
ｃ 情報保全隊によって作成された文書は，「庁秘」，「注意」のいずれの指定を受けたものも，

用済み後又は１年未満の保存期間の満了後直ちに破棄されることになるところ，情報保全隊員が

書き留めた紙のメモは，「秘密保全に関する訓令及び特別防衛秘密の保護に関する訓令の解釈及

び運用について（通達）」における定めに準じて破棄されることになる。また，情報保全隊にお

ける電磁的記録の処分時期については「パソコン等における秘密等の業務用データの保全及び注

意の業務用データの細部取扱要領について（通達）」（乙５２）に定められており，防衛秘密，

秘密及び指定前秘密にかかわる業務用データにつき「使用者は可搬記憶媒体に記憶されている秘

密等の業務用データ及びそれらの起案作業中の業務用データを必要としなくなった場合には，確

実に廃棄又は破棄するものとする。」と，取扱上の注意を要する業務用データにつき「取注通達

（乙１２）に定めるほか，ア（秘密等の業務用データ）に準じて破棄することとし，必要により

細部は部隊等の長が定めるものとする。」旨規定されている。 
ｄ なお，隊員は，職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならないとの守秘義務が課され，

その義務違反に対しては，懲役又は罰金の刑が科されることになる。 
ウ 本件派遣前後の状況と当時における情報保全隊の情報収集等 
 前記認定事実，証拠（甲Ａ１の１・２，６２，乙２１～４０，証人ｑ２２）及び弁論の全趣旨

によれば，以下の事実が認められる。 
（ア）平成１５年夏にイラク特措法が国会で成立し，同年１２月に同法に基づく基本計画が閣議

決定され，平成１６年１月に陸上自衛隊の先遣隊に派遣命令が下された。この経過の中で，本件
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派遣について世論が喚起され，また，本件派遣反対活動が活発化している状況にあった。そこで，

自衛隊は，当時，隊員及びその家族に対し隊員選考や任務の概要に関する説明会を開催し，また

派遣に関しての準備訓練を実施していた。 
（イ）当時，本件派遣反対活動としては，全国各地で同派遣反対の集会の開催，デモ行進，署名

活動のほか，自衛隊若しくは隊員に対する直接的な働きかけを伴う行動としては，〔１〕防衛省

や自衛隊駐屯地周辺における出兵拒否の呼びかけや座り込みも含む街宣活動，〔２〕駐屯地に出

向いて種々の申入れを行う行動，〔３〕駐屯地に対して葉書を送付する行動，〔４〕自衛隊官舎

周辺における出兵拒否の呼びかけ等を含む街宣活動，〔５〕自衛隊官舎に対するアンケート用紙

の投函等が主なものであるが，中には，〔６〕防衛省建物や駐屯地に対する飛翔物の発射，〔７〕

派遣部隊が乗ったバスの経路を妨害する行動等があった。本件派遣反対活動は，情報保全隊が把

握したものとして，平成１５年１１月２５日から同月３０日までの期間において４９件（本件文

書２（１）），平成１６年１月１２日から同月１８日までの期間において１１３件（本件文書２

（２）），同月２６日から同年２月１日までの期間において９３件（本件文書２（３）），同月

２日から同月８日までの期間において１１９件（本件文書２（４）），同月１６日から同月２２

日までの期間において１２３件（本件文書２（５）），同月２３日から同月２９日までの期間に

おいて６３件（本件文書２（６））あった。 
（ウ）自衛隊としては，上記のような状況の中で上記イ（オ）の考え方の下，本件派遣反対活動

については，情報保全隊による情報収集の対象であり，その必要性があると判断していた。 
エ 陸上幕僚監部調査部調査課情報保全室（以下「情報保全室」という。）について 
 証拠（乙４０，４６，証人ｑ２２，同ｑ２３）及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認め

られる。 
（ア）組織 
 情報保全室は，陸上自衛隊が保有する秘密文書等非公知の情報や隊員が職務上知り得た非公知

の情報が外部に出ないように管理するため，規則類の制定や各種施策を実施していた。 
（イ）情報保全隊との関係等 
ａ 陸上幕僚監部が情報保全隊の隊務，隊員の服務を監督していた。 
ｂ 情報保全室は，情報保全隊に対して情報収集項目という形で任務を与えていた。もっとも，

情報収集活動の対象や範囲，その方法を決定することはない。情報保全室は，情報保全隊等から

送られてくる防衛及び警備の実施に必要な保全に関わる情報を整理し，関係部署に配布していた。 
ｃ 情報保全隊から情報保全室に配布された文書の中に本件派遣反対活動に関するデモ行進の

代表者の氏名も含まれ，その文書を関係部署に配布していた。 
ｄ 本件派遣反対活動について情報保全隊が整理分析した成果を情報保全室が受け取っていた。 
オ 一審原告らの行為と情報保全隊による情報収集 
（ア）一審原告ｑ２ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ６，一審原告ｑ２本人）及び弁論の全趣旨によれば，

一審原告ｑ２は，昭和５４年に古川市（当時）の市議会議員に当選し，以来，議会での活動を継

続してきたこと，日本共産党所属の議員である同原告は，平成１４年１２月１９日，ｑ２６議員

と連名で，古川市議会において「イラクへの武力攻撃に反対し，国連の枠組みでの解決の努力を

求める意見書について」と題する議案を提出したこと，本件文書１（３）（３７頁）には，古川

市議会が「自衛隊のイラク派遣に反対する意見書」を採択し，市議会議長名で内閣総理大臣及び

防衛庁長官等宛に提出されたこと，参考事項として，上記意見書採択以前に古川市議会に「イラ

クへの武力攻撃に反対する意見書」の議案が提出され，その提出者がＰ及びＳ市議の連名である

などの記載があること，同原告は，報道によって本件各文書の存在を知り恐怖感を覚えたことが

認められる。 
（イ）一審原告ｑ３ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ１０，１０１）及び弁論の全趣旨によれば，一審原

告ｑ３は，平成１１年に多賀城市の市議会議員に当選し，以来，議会での活動を継続してきたこ

と，日本共産党所属の議員である同原告は，平成１６年１月１１日，多賀城市内の成人式会場前

において，新成人等に対し，日本共産党の宣伝活動を実施し，また，前年も同じような取組みを

実施したこと，本件文書１（１）（９頁）には，件名を「多賀城市成人式におけるＰ市議の街宣
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について（報告）」，関係者として２名の市議会議員名（ただし黒塗り）の記載があること，う

ち１名は一審原告ｑ３（Ｐ多賀城市議）の氏名であること（弁論の全趣旨（一審原告らの平成２

４年１１月１６日付け訴え変更申立書）），同原告は，新聞報道によって本件各文書の存在を知

り極めて不快に思ったことが認められる。 
（ウ）一審原告ｑ１ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ５，乙２０，一審原告ｑ１本人）及び弁論の全趣旨

によれば，以下の事実が認められる。 
ａ 一審原告ｑ１は，大学卒業後，様々な職業につき，平成１２年からはβ 社会福祉協議会の職

員となり，同協議会とは別の場所にある障害者福祉施設において主任指導員として勤務していた。

そして，日中は勤務しながら，夜間等に街頭等で「ｑ１８」を名乗り，主に反戦や平和のメッセ

ージを込めた曲を歌っていた。一審原告ｑ１は，本件派遣決定を契機として，友人と街頭ライブ

を企画し，平成１５年１２月１５日から２６日までのうちの９日間，午後６時から午後７時まで

β の「みやぎ生協ｑ１９店」敷地内において，「イラクに自衛隊を行かせないライブ」とのタイ

トルで「ｑ１８・シンガーソングライター・β 在住」と記載した段ボールの看板を置いてライブ

活動を実施した。ライブ活動に際して，本名を名乗ったことはなかったにもかかわらず，本件各

文書の存在が判明した際，同原告の本名や職業まで調べられているということを知って大変に驚

き，恐怖感を覚え，また，自衛隊に対して軽蔑の気持ちをもった。また，一審原告ｑ１は，上記

の件を知ってから，上記ライブ活動を行っていた当時，町役場の町民課長から仕事中に「ｑ１君

は，歌を歌っているが，レコード会社等には所属しているのか。」と問い合わせがあったことを

思い出し，これは情報保全隊が追跡調査をしていたのではないかと考えるに至った。 
ｂ 本件文書１（２）（２３頁）には，反戦活動家が，平成１５年１２月１５日にβ 内で上記看

板を設置して上記ライブ活動を行ったこと，参考事項として「ｑ１８」は同人の活動名との記載

がある。また，本件文書２（２）（８２頁）には，名称として「「イラク派遣反対のライブ」反

戦歌手ｑ１（β 社会福祉協議会職員）」，行動の概要として「反戦シンガーソングライターが，

みやぎ生協ｑ１９店の敷地内において「イラクに自衛隊を行かせないライブ」と手書きした看板

を掲示し，単独ライブと街頭署名運動を行っていたことが判明した。ライブ関係者から「今後も

このライブを続け，市民にイラク派遣反対を訴えていく」と継続的に実施していく旨の話があっ

た。」との記載がある。なお，本件文書２（２）は，平成１６年１月１２日から同月１８日まで

の間の出来事が記載されたものであるが，その中に，唯一，前月である平成１５年１２月１５日

に実施された一審原告ｑ１の行動に関する記載がある。 
ｃ なお，平成○○年○月○○日付けの□□□□には「○○○○○○○○○○」という特集記事

の中に「○○○○○○○○○○」と題する写真入り記事があり，その末尾に「○○○○○○○○

○○」との記載がある。 
（エ）一審原告ｑ４ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ１，一審原告ｑ４本人）及び弁論の全趣旨によれば，

一審原告ｑ４は，平成９年にα の町議会議員に当選し，以来，議会での活動を継続してきたこと，

日本共産党所属の議員であり，新日本婦人の会大河原支部の構成員でもある同原告は，平成１６

年１月１１日，α 内の成人式会場において，憲法前文及び９条が記載されたビラを配布し，「今，

自衛隊がイラクに憲法違反の海外派兵をしています。成人した人は憲法をよく読んで勉強する必

要があります。」などと発言したこと，本件文書１（１）（８頁）には，上記成人式会場で上記

ビラが配布されたこと，配布していた町議が上記発言をしたことが記載されていること，関係者

として２名の記載（ただし黒塗り）があること，うち１名は一審原告ｑ４（Ｐ町議）の氏名であ

ること（甲Ｂ１の３），同原告は，報道等によって本件各文書の存在を知り大きな驚きと恐怖感

を覚えたことが認められる。 
（オ）一審原告ｑ５ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ８７，９３の２）及び弁論の全趣旨によれば，一審

原告ｑ５は，平成１５年から平成２１年まで日本共産党所属の秋田県議会議員として活動したこ

と，同原告は，平成１６年１月１２日，秋田市内の成人式会場前において，成人式参加者等に対

し，当時の政府を批判し，本件派遣反対活動を実施したこと，本件文書１（１）（９頁）には上

記街宣活動が実施された旨の記載があること，同文書の関係者欄には同原告の氏名の記載がある
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こと，同原告は，日本共産党の発表によって本件各文書の存在を知り，政治活動に対する妨害が

され不快であり恐怖感を覚えたことが認められる。 
（カ）一審原告ｑ８ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ２）及び弁論の全趣旨によれば，「戦争法反対県民

連絡会」の代表の一人である一審原告ｑ８は，平成１６年１月１４日，同会が主催した集会に参

加し，この集会及びデモ行進については，警察に対し同会の代表者として許可申請を行ったこと，

本件文書１（２）（１９頁）には上記集会等の実施内容の概要の記載があること，同原告は，上

記以外にも本件文書１（１）に概要が記載された本件派遣に反対する集会に参加したこと，同原

告は本件各文書の存在を知って恐怖感を覚えたことが認められる。しかし，本件各文書に一審原

告ｑ８の氏名に関する記載は認められない。 
（キ）一審原告ｑ９ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ８，一審原告ｑ９本人）及び弁論の全趣旨によれば，

「有事法制反対東青連絡会」，「青森県平和委員会」の事務局の構成員である一審原告ｑ９は，

上記各会が主催した平成１６年１月７日他の青森市内における複数回の街宣活動等に参加した

こと，本件文書１（１）（４頁）には上記街宣活動等の実施内容の概要の記載があること（本件

文書１（２）にも同様の記載がある。），同原告は，本件各文書が公表される前に日本共産党か

らの問合せによって本件文書１（１）に同原告が関与した街宣活動等集会に関する記載があるこ

とを知り，戦争中に戦争反対勢力を取り締まって弾圧したその歴史が繰り返されるのではないか

と衝撃と驚きを覚えたことが認められる。しかし，本件各文書に一審原告ｑ９の氏名に関する記

載は認められない。 
 一審原告ｑ９は，情報保全隊は同原告を特定した上で，容姿，当月の活動状況等の個人情報を

収集していたことは明らかである旨主張するが，このことを認めるに足りる証拠はない。 
（ク）一審原告ｑ１０ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ９，１０２，一審原告ｑ１０本人）及び弁論の全趣

旨によれば，「憲法改悪阻止宮城県各界連絡会議」の代表委員の一人である一審原告ｑ１０は、

平成１６年１月１４日，同会が主催した集会に参加し，主催団体代表者として挨拶を行うなどし

たこと，本件文書１（２）（１９頁）には上記集会等の実施内容の概要の記載があること，同原

告は，上記以外にも本件文書１（１）に概要が記載された本件派遣に反対する集会について参加

したこと，本件各文書が発表された後に本件文書１（１）に上記集会に関する記載があることを

知り，戦時下と同様の時代がやってくるのではないかと危機感，恐怖感を覚えたことが認められ

る。しかし，本件各文書に一審原告ｑ１０の氏名の記載は認められない。 
 一審原告ｑ１０は，上記集会及びデモ行進において，主催団体代表として挨拶を行うなどした

ことから，その代表者として，氏名及び容姿という個人情報を収集され，また，その発言内容に

ついても，情報収集されたことが明らかである旨主張するが，このことを認めるに足りる証拠は

ない。  
（ケ）一審原告ｑ１１ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ１１）及び弁論の全趣旨によれば，一審原告ｑ１１

は，平成１６年１月１２日，「有事立法阻止秋田県実行委員会」の構成員として，同委員会によ

る成人式参加者への街宣活動に参加したこと，本件文書１（１）（９頁）には上記街宣活動の実

施内容の概要の記載があること，同原告は，日本共産党のホームページ等によって本件各文書の

存在を知り，自衛隊に抗議をしなければならないなどと感じたことが認められる。しかし，本件

文書１（１）に一審原告ｑ１１の氏名に関する記載は認められない。 
 一審原告ｑ１１は，上記街宣活動において，その参加者の一員であることを特定された上で，

その容姿，団員としての活動状況等について情報収集されたことが明らかである旨主張するが，

このことを認めるに足りる証拠はない。 
（コ）一審原告ｑ１２ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ１６）及び弁論の全趣旨によれば，一審原告ｑ１２

は，平成１６年１月１１日，同月１８日，同月２５日に「有事法制の廃案をめざす共同行動事務

局」が主催する「日曜市民デモ」に参加し，同デモ行進等について，同原告が代表者として警察

に対し許可申請をしたこと，本件文書１（１）（８頁），同１（２）（２１頁），同１（３）（３
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３頁）には同デモ行進の概要の記載があること，同原告は，新聞報道によって本件各文書の存在

を知り，権力組織の怖さを感じたことが認められる。しかし，本件各文書に一審原告ｑ１２の氏

名に関する記載は認められない。 
 一審原告ｑ１２は，同原告の氏名等は事前に情報保全隊によって把握されており，これらの個

人情報と，デモ行進等の活動状況がいずれも同原告に関する情報として併せて収集等されていた

ことが容易に推察される旨主張するが，このことを認めるに足りる証拠はない。 
（サ）一審原告ｑ１３ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ１８）及び弁論の全趣旨によれば，一審原告ｑ１３

は，平成１６年１月２４日，岩沼市内で開催された本件派遣に反対する集会にその実行委員とし

て参加したこと，本件文書１（３）（３２頁）には同集会の概要の記載があること，同原告は，

本件各文書の存在を知り，不快感，恐怖感を覚えたことが認められる。しかし，本件各文書に一

審原告ｑ１３の氏名に関する記載は認められない。 
 一審原告ｑ１３は，同原告の個人情報と集会当日の活動状況がいずれも同原告に関する情報と

して併せて収集等されていたことが容易に推察される旨主張するが，このことを認めるに足りる

証拠はない。 
（シ）一審原告ｑ１４ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ３２）及び弁論の全趣旨によれば，一審原告ｑ１４

は，平成１６年２月７日，塩竈市内で開催された本件派遣に反対する集会，デモ行進に主催団体

の代表者として参加し，主催者代表として挨拶したこと，本件文書１（４）（４６頁）には同集

会，デモ行進の概要の記載があること，同原告は，報道によって本件各文書の存在を知り，怒り

や不快感を覚えたことが認められる。しかし，本件各文書に一審原告ｑ１４の氏名に関する記載

は認められない。 
 一審原告ｑ１４は，同原告の個人情報と集会当日の挨拶内容，容姿がいずれも同原告に関する

情報として併せて収集等されていたことが明らかである旨主張するが，このことを認めるに足り

る証拠はない。 
（ス）一審原告ｑ６ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ３９，９３，９５，９６，乙４２～４５，一審原告

ｑ６本人）及び弁論の全趣旨によれば，一審原告ｑ６は，平成６年，同１０年の秋田市長選に立

候補したこと，「有事立法阻止秋田県実行委員会」の代表世話人である同原告は，平成１６年１

月１２日，秋田市内の成人式会場前において，成人式参加者等に対し，当時の政府を批判し，本

件派遣に反対する街宣活動を実施し，また，同年２月９日にも同様の行動を実施したこと，本件

文書１（１）（９～１０頁）及び（４）（４９頁）には同街宣活動の概要が記載されており，上

記本件文書１（１）の関係者欄には一審原告ｑ６の氏名が記載されていること，同原告は，報道

によって本件各文書の存在を知り，不快感と恐怖感を覚えたことが認められる。 
（セ）一審原告ｑ１５ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ４５）及び弁論の全趣旨によれば，一審原告ｑ１５

は，平成１６年２月１８日から同月２１日までの間，開催された小林多喜二の生誕１００年を記

念した展覧会の実行委員長を務めたこと，本件文書１（５）（５７頁）には同展覧会の概要が記

載されていること，同原告は，日本共産党の発表によって本件各文書の存在を知り，自衛隊に怒

りを覚えたことが認められる。しかし，本件各文書に一審原告ｑ１５の氏名に関する記載は認め

られない。 
 一審原告ｑ１５は，同原告について，その氏名等の個人情報が把握されていたことが明らかで

ある旨主張するが，このことを認めるに足りる証拠はない。 
（ソ）一審原告ｑ１６ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ５１）及び弁論の全趣旨によれば，一審原告ｑ１６

は，平成１６年１月１７日，「憲法九条を守る柴田郡連絡会」が主催してγ 公民館で開催された

「自衛隊のイラク派兵反対仙南集会」に事務局の一人として参加し，その後のデモ行進の先導役

を務めたこと，本件文書１（２）（１９頁）には，上記集会及びデモ行進に関する概要が記載さ

れ，本件文書２（２）（７９頁）には，上記連絡会の４名が上記集会及びデモ行進の後，自衛隊

船岡駐屯地を訪れ同司令職務室長に対して文書を手交したこと，同原告は，日本共産党が本件各
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文書を公開したことにより同文書の存在を知り，驚き，恐怖感を覚えたことが認められる。しか

し，本件各文書に一審原告ｑ１６の氏名に関する記載は認められない。 
 一審原告ｑ１６は，上記記載内容からすれば，同原告について，情報保全隊が同原告の活動に

ついて監視し，「Ｐ系」と分類する団体の構成員という個人情報を収集等していたことは明らか

である旨主張するところ，情報保全隊が同原告の活動を監視していたと認めるに足りる証拠はな

いし，前記のとおり同原告は本件各文書中において特定されておらず，個人情報が収集されたと

認めるに足りない（なお，本件文書１（２）及び同２（２）には，「上記連絡会の４名」との各

記載があるが，同原告は，集会及びデモ行進には参加したが船岡駐屯地は訪れていない旨述べて

いる（甲Ｂ５１）。）。 
（タ）一審原告ｑ１７ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ７４）及び弁論の全趣旨によれば，「有事立法阻止

秋田県実行委員会」の実行委員である一審原告ｑ１７は，平成１６年１月１２日，秋田市内の成

人式会場前において，成人式参加者等に対し，当時の政府を批判し，本件派遣に反対する街宣活

動を実施したこと，本件文書１（１）（９頁）には同街宣活動の概要が記載されていること，同

原告は，日本共産党が本件各文書を公開したことによって同文書の存在を知り，不快に感じたこ

とが認められる。しかし，本件各文書に一審原告ｑ１７の氏名に関する記載は認められない。 
 一審原告ｑ１７は，上記活動については参加人数が６名であり，この６名については，情報保

全隊により個人が特定されており，情報保全隊が同原告の活動について監視し，「Ｐ系」と分類

する団体の一員であることなどの個人情報を収集等していたことは明らかである旨主張するが，

情報保全隊が同原告の活動を監視していたと認めるに足りる証拠はないし，前記のとおり同原告

は上記各文書中において特定されておらず，個人情報が収集されたと認めるに足りる証拠はない。 
（チ）一審原告ｑ７ 
 前提事実（２），証拠（甲Ａ１の１，甲Ｂ９３，９４，９６，一審原告ｑ７本人）及び弁論の

全趣旨によれば，一審原告ｑ７は，昭和５６年に秋田県高等学校教職員組合（以下「秋田高教組」

という。）の専従役員となり，書記長，委員長，さらには，秋田県総連合事務局長，議長等を歴

任し，また，原水爆禁止秋田県協議会，秋田県憲法センター，安保破棄実行委員会等の団体に所

属し，長年にわたって成人式における街宣活動に関与してきたこと，平成１６年１月当時は，「有

事立法阻止秋田県実行委員会」の事務局長として，同月１２日，秋田市内の成人式会場前におい

て，成人式参加者等に対し，本件派遣に反対する街宣活動を実施したこと，本件文書１（１）（９

頁）には同活動の概要が記載されており，関係者欄には同原告の氏名の記載があること，さらに，

同原告は，「有事法制の廃案をめざす共同行動事務局」の呼びかけで同月１１日，１８日，２５

日，同年２月８日，同月２２日，同月２９日に各開催された「日曜市民デモ」に上記事務局の立

場で参加したこと，本件文書１（１）（８頁），同１（２）（２１頁），同１（３）（３３頁），

同１（４）（４６～４７頁），同１（５）（５６頁，５９頁），同２（４）（１１９頁），同２

（６）（１５９頁）には同デモ行進の概要等が記載されていること，同原告は，平成１９年６月

に友人からの電話によって同原告に関する記載が本件各文書にあるらしいと聞かされ，不愉快な

思いをし，その後恐怖感，不安感を覚えたことが認められる。 
 一審原告ｑ７は，情報保全隊により個人を特定され「Ｐ」などと分類される団体の構成員とし

て把握され，情報収集されていたことは容易に推察され，本件文書２（４）（１１９頁）には，

平成１６年２月８日の日曜市民デモに関して，アナウンスの要約が記録されているが，このよう

な話し方の癖も含む詳細な発言内容や，容姿，所属団体も個人を識別する一要素であって個人情

報であり，情報保全隊が，同原告について，上記のような個人情報を収集していたことは明らか

である旨主張するところ，本件文書１（１）に一審原告ｑ７の氏名の記載があることは前記認定

のとおりであるが，それを超えて情報保全隊が同原告の活動について情報を有していたと認める

に足りる証拠はない。本件各文書中に詳細な発言内容が記載されていたとしても，それらが同原

告個人に関しての情報であるかは，上記各文書において明らかではないというべきである。 
（２）検討 
ア 情報収集活動と法令上の根拠 
 一審原告らは，本件における情報保全隊による情報収集行為等は，一審原告らの人格に関する

権利利益を侵害するものであるにもかかわらず，法令上の根拠を欠くから違法である旨主張する。
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しかし，行政機関が行う情報収集活動について，常に個々の法律上の明文規定が必要とまでは解

されない。自衛隊の施設等の情報保全業務（秘密保全，隊員保全，組織，行動等の保全及び施設，

装備品等の保全並びにこれらに関する業務）のために必要な資料及び情報の収集整理及び配布を

行うこととされている自衛隊の情報保全隊（前提事実（３））において，収集の対象となる情報

に個人に関する情報が含まれるとしても，そのゆえをもって直ちに個人の人格に関する権利利益

が侵害されたということはできず，その法令上の根拠が明らかでないことから，直ちに，その収

集行為が当該個人に対する関係で国賠法上，違法であるということはできない。 
イ 違法性についての判断 
 本件においては，主に情報保全隊による本件派遣反対活動に関する情報の収集行為が一審原告

らとの関係において，国賠法上，違法性を有するかどうかが問題となっているところ，この点を

判断するにあたっては，情報収集行為の目的，必要性，態様，情報の管理方法，情報の私事性，

秘匿性の程度，個人の属性，被侵害利益の性質，その他の事情を総合考慮する必要がある。 
（ア）情報収集行為の目的及び必要性 
ａ 前記（１）ウに認定のとおり，少なくとも平成１５年１１月から平成１６年２月までの間，

情報保全隊は，本件派遣反対活動に関する情報を全国的にまた詳細に収集したことが認められる

ところ，当時，本件派遣反対活動としては，全国各地で同活動に関する集会の開催，デモ行進，

署名活動等が行われたほか，自衛隊若しくは隊員に対して直接的な働きかけを伴う行動としては，

前記（１）ウ（イ）〔１〕ないし〔７〕の事象等が発生していたところであり，本件派遣反対活

動について，情報保全隊が把握した件数は，多いときで１週間に１００件を超えていたというの

であるから，一審被告（国）の方針に従って，本件派遣の遂行，その他の責務を与えられていた

自衛隊が，その施設，隊員等を保全するという目的で，その業務の遂行に影響を与える可能性の

ある行為として上記活動全般について情報を収集する必要性があると判断したことは相応の理

由があったというべきである。そして，その目的からすれば，上記活動そのものの情報収集が主

眼であり，特定の個人に関する情報をことさらに収集することを目的としていたものとは考え難

い。 
ｂ ただ，情報保全隊が情報収集の対象とし，本件各文書に記載したものの中には，「医療費負

担増の凍結・見直し」（前記（１）ア（ア）ａ（ｃ）），「０４国民春闘」（前記（１）ア（ア）

ａ（ｃ）），「年金改案反対」（前記（１）ア（ア）ｃ（ｃ）），「原水爆禁止の会」（前記（１）

ア（ア）ｄ（ｃ）），「右翼による北方領土の日の集会への参加の呼びかけ」（前記（１）ア（ア）

ｄ（ｃ）），「年金改悪反対」（前記（１）ア（ア）ｅ（ｃ）），「消費税増税反対」（前記（１）

ア（ア）ｅ（ｃ））に関する各街宣活動等や，「小林多喜二展」（前記（１）ア（ア）ｅ（ｃ）），

「核兵器廃絶を求める署名活動」（前記（１）ア（ア）ｄ（ｃ））に関するものがあるところ，

これらについては，「自衛隊に対する外部の働きかけ等から，部隊を保全するために必要な資料

の収集及び情報の整理収集等」の観点からしてもその必要性を認め難い。上記のような街宣活動

等に，本件派遣反対活動を行っている団体等が関与することがあったとしても，そのことによっ

て，当然に上記必要性が満たされるものではない。 
ｃ 一審原告らは，前記情報収集行為（一審原告主張の本件監視行為等）の目的は，本件派遣を

円滑ならしめることであり，同派遣に反対する国民世論と運動の盛り上がりを牽制することにあ

った旨主張する。上記情報収集行為の目的が「自衛隊に対する外部の働きかけ等から，部隊を保

全するために必要な資料の収集及び情報の整理収集等」にあるとすれば，それがひいては本件派

遣を円滑ならしめることにつながることは否定できない（それを不当というかどうかは，結局本

件派遣に対する考え方にかかわる。）が，上記情報収集行為は，一審原告らにおいても認識して

いない（前記（１）オ）態様でなされたことを考慮すると，当時，自衛隊において本件派遣に反

対する国民世論等の盛り上がりを牽制する目的をもって実施されたものとは考え難い。 
（イ）情報収集行為の態様 
 前記（１）イ（オ）認定のとおり，情報保全隊は，デモ行進等についてその関係者や団体に関

する情報も含め，その内容に関する情報を事前に収集し，また，実施場所に赴いて収集すること

があり，その場合に写真撮影や録音をすることがあること，しかし，その場合でもデモ行進等の

参加者等に対して何らかの有形力や強制力を行使するような態様で情報収集はしないこと，デモ

行進等に関係する団体に所属する個人に関する情報については公開されているものから収集し，
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外部からの働きかけ等を行う人物を特定し，自衛隊への影響を判断した上で必要最小限度の個人

情報を収集すること，これらの情報は，自ら，あるいは，自衛隊内の他の部署から情報提供を受

けたり，他の行政機関から非公開の情報の提供を受けることもあることが認められる。 
（ウ）情報の管理方法等 
ａ 前記（１）イ（カ）認定のとおり，情報保全隊が収集した情報は，陸上自衛隊内で共有され，

その情報提供を受けた部署で活用されることがあること，収集した情報及びそれに基づき作成さ

れた文書は，「庁秘」又は「注意」に指定され，通達等の定めに従い管理され，一定期間経過後，

廃棄等の処分がされること，これらの情報は，目的達成に必要な短期間の保有が予定され，その

間目的外使用や漏えいがされないように管理されていることが認められる。 
ｂ 確かに，本件各文書等が本件訴訟に提出されていることは，情報保全隊が収集した情報が一

審被告が主張するとおりに管理されているのか疑念を生じさせる事態であるといえる。しかしな

がら，本件各文書等が自衛隊から流出した時期，経緯が明らかではない以上，上記の点をもって，

上記情報の管理体制それ自体に不備があるとまで認めることはできない。 
（エ）被侵害利益等 
ａ 行政機関保有個人情報保護法に定める「個人情報」 
 行政機関保有個人情報保護法は，情報通信技術（ＩＴ）の活用が急速に進められる中，行政機

関において個人情報の利用が拡大していることにかんがみて，個人情報の適正な取扱いルールを

確立し，それを遵守させることによって，プライバシーを含む個人の権利利益の侵害を未然に防

止することを目的として，個人情報の取扱いに関する規律と本人関与の仕組みを具体的に規定す

るものである（前記第３・３参照）ところ，個人に関する情報といっても極めて多種多様なもの

があると考えられることからすれば，同法２条２項に定める個人情報に該当すれば，それが直ち

に不法行為法上，法的保護に値する個人に関する情報であるとまでは認め難い。 
ｂ プライバシー及び自己情報コントロール権 
（ａ）憲法１３条は，国民の私生活上の自由が公権力の行使に対しても保護されるべきことを規

定しているものであり，個人の私生活上の自由の一つとして，何人も，個人の私的な事柄に関す

る情報をみだりに第三者に取得，開示又は公表されない自由を有するものと解され，そのような

利益又は権利（いわゆるプライバシー）は人格権の一つとして，不法行為法上，法的保護に値す

るということができる。 
（ｂ）自己情報コントロール権については，その対象範囲，取得，保有，利用の提供のいずれの

段階においても対象となるのかなど外延が必ずしも明らかではなく，不法行為法上，法的保護に

値する権利としての成熟性を認め難い。しかしながら，個人情報保護の重要性が増したとの考え

の下，個人情報保護法制の整備が進められた平成１５年から平成１６年当時においても，行政機

関が取得，保有した個人に関するどのような情報がプライバシーとして法的保護に値するのか，

行政機関のどのような行為がプライバシー侵害を構成するかなどを検討するに当たっては，自己

情報コントロール権の考え方，また，個人の権利利益の保護をも目的としつつ行政機関としてあ

るべき姿を示したと考えられる行政機関保有個人情報保護法の定め（同法３条等）は斟酌される

べきものといえる。 
（ｃ）ただ，上記のような考え方に立っても，一般的にいえば，自らが公開の場所で行った活動，

それ自体の情報については秘匿性に乏しく，第三者にみだりに取得，開示，公表されたくないと

の期待は当然に保護されるべきものとは考え難く，特別の事情のない限りプライバシーに係る情

報として法的保護の対象とはならないというべきである。 
ｃ 肖像権 
（ａ）個人の私生活上の自由の一つとして，何人も，その承諾なしにみだりにその容ぼう，姿態

を撮影されない自由を有している（最高裁昭和４４年１２月２４日判決・刑集２３巻１２号１６

２５頁）とはいえる。しかし，本件各文書中に一審原告らが参加したと主張する活動等の開催地

を撮影場所として付記した写真を認めることはできない。 
（ｂ）一審原告らは，本件各文書の内容に照らせば，情報保全隊は本件派遣反対活動等に参加し

ていた一審原告らを写真撮影していたものと推認できるのであって，情報保全隊は一審原告らの

肖像権を侵害している旨主張する。確かに前記（１）イ（オ）ｃのとおり情報保全隊が集会等か

ら情報収集する際に写真撮影を行う場合があることが認められ，一審原告らが参加した集会にお
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いてもそのような形で写真撮影された可能性は考えられるところである。しかし，肖像権の侵害

となる「容ぼう，姿態」の撮影とは，通常，個人に着眼した撮影をいうものと解されるのであっ

て，一審原告らが参加した集会等において，犯罪に至るおそれなど正当な理由がないにもかかわ

らず，個人に着眼したような形での撮影が行われたとすれば，肖像権侵害となる余地はあるが，

そのような形での撮影が行われたと認めるに足りる証拠はないから，結局のところ，肖像権侵害

をいう一審原告らの主張は採用できない。 
ｄ 思想良心の自由 
（ａ）前記イ（イ）のような態様で行われる情報保全隊の情報収集活動は，一審原告らが特定の

思想を持つことを禁じたり，その露見を強制したりするような性質を有するものとはいえず，一

審原告らの思想良心の自由を侵害するものとはいえない。 
（ｂ）一審原告らは，本件における情報保全隊の情報収集活動は，一審原告らに対し反自衛隊で

はない思想を事実上強制し，思想による不利益扱いをするものであって，一審原告らの思想良心

の自由を侵害する旨主張する。しかし，情報保全隊が本件派遣反対活動の情報を収集し，その情

報を「反自衛隊活動」と表記するなどしたとしても，それらのことが一審原告らの「内心を推知

したもの」とか，一審原告らに対し，「反自衛隊でない思想を事実上強制したもの」，「思想に

よる不利益扱いをするもの」とは理解し難いし，上記情報収集活動の目的が国内世論の弾圧にあ

るとは認められないことは前記イ（ア）ｃのとおりであり，上記情報収集活動について，一審原

告ら主張のように評価することは相当ではない。 
ｅ 表現の自由 
（ａ）前記イ（イ）のような態様での情報保全隊の情報収集活動は，一審原告らの表現活動等に

対し何らかの妨害行為となるような性質を有しているとはいえない。一審原告らが本件各文書に

記載されたような活動をした当時，情報保全隊によって情報収集活動が行われていることを認識

していなかったことからすれば，当時において，情報保全隊の情報収集活動は，直接的に一審原

告らの表現行為に対し萎縮効果をもたらすものではなかったともいえる。したがって，上記情報

収集活動が，一審原告らの表現の自由を制約するものと評価することは相当ではない。 
（ｂ）一審原告らは，上記情報収集活動を知ってからはそれを前提とした対応を余儀なくされて

いるから一審原告らに対する萎縮効果は甚大である旨主張する。しかし，本件派遣反対活動が適

法な形で行われる以上，その参加者に対して行政機関等がそのゆえをもって不利益を課すること

が許されないことは明らかであるところ，上記活動等を契機として，同活動に参加した参加者ら

に何らかの具体的な不利益が生じたと認めるに足りる証拠はないのであって，将来同種活動等に

参加することに消極的になるということが一般的であるとは考え難く，上記一審原告らの主張は，

上記情報収集活動が一審原告らの表現の自由に対する侵害行為と評価することはできないとの

前記判断を左右するものではない。 
ｆ 知る権利 
 一審原告らは，同原告らの知る権利が制限されるに至る経過として，情報保全隊の情報収集活

動が継続的に報道機関の取材活動に及ぶことにより，多くの記者は自衛隊への取材を回避するよ

うになる旨主張するが、報道という重要な職務に携わる記者らがそのような行動をとることはあ

ってはならないことであり，また，記者らがそのような行動に及んだと認めるに足りる証拠はな

いから，一審原告らの主張はその前提を欠くものとして採用できない。本件派遣に際し，防衛庁

が報道機関に対し，一定の要請をしたことは認められる（甲Ａ１２，２６～２８）が，そのこと

は上記の点に関する判断を左右するものではない。 
ｇ 平和的生存権 
 憲法は，第２次世界大戦により一般国民が多大なる戦禍を受けたことを踏まえて定められたも

のであり，その前文において，平和のうちに生存する権利の確認，同法９条においては，国際紛

争を解決する手段としての戦争の放棄及び戦力の不保持を定めているのであって，平和主義が，

憲法の重要な理念の一つであることは疑いを入れない。しかしながら，憲法前文は，憲法の基本

的理念を表明したものであって，直ちにそれ自体に裁判規範性を認めることは困難であること，

平和的生存権の具体的な外延が必ずしも明らかでないことなどからすれば，具体的な法的権利性

を認めることは困難であり，平和的生存権を根拠として損害賠償請求や差止請求をすることがで

きる旨の一審原告らの主張は採用できない。  
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ｈ 監視等されない自由 
 一審原告らは，国家権力から「監視等されない自由」は，憲法１３条に基づき認められた人権

である旨主張するが，権利概念として必ずしも明確なものとはいい難い。その主張する内容には

一部プライバシーが含まれると考えられるところ，その限度で権利が保護されるとはいえるが，

「監視等される」ということが，本件における情報保全隊による情報収集を含む意味を持つとす

れば，前記したところからして，そのような権利が憲法１３条によって保障されているとはいえ

ない。 
（オ）小括 
ａ 前記のとおり，情報保全隊は，各種団体や国民の自衛隊に関する活動については広範囲に情

報を収集し，また，本件各文書が作成された時期は，本件派遣反対活動が活発化している時期で

あったことから詳細に同活動に関する情報を収集しているといえる（なお，情報保全隊が，約１

０００人もの隊員を有する組織であることも考慮すると，本件派遣終了後も，対象が何かはとも

かく，同隊による情報収集活動自体は継続されていることが推認できる（証人ｑ２２，弁論の全

趣旨）。）ところ，前記イ（ア）ａのとおり，本件派遣反対活動が，相当数，自衛隊に対して直

接的な対応を迫るような形でなされ，ごく一部には実力行使を含む態様をもってなされている場

合において，同活動一般について自衛隊における情報収集の必要性を否定することはできない。

そして，その必要性が認められる以上，上記活動を行う団体についてその組織構成，規模，本件

派遣反対活動の内容，態様等について前記イ（イ）のような態様で情報を収集することは，それ

自体で違法性を有するものとはいえない。 
 上記の点に関して，一審原告らは，一部の団体が実力行使に及んでいたとしても，そのことは

平穏な態様で行われる一審原告らの本件派遣反対活動について情報収集する理由にはならない

旨主張する。しかし，上記活動を全体として情報収集する必要性は否定できないし，同活動の内

容も様々なものがあると考えられ，それによって必要性の有無を区別するのも困難であると考え

られるから，上記一審原告らの主張は採用できない。ただ，その必要性の程度については，自衛

隊として直接的な対応を迫られる可能性がある自衛隊若しくは隊員に対して直接的な働きかけ

を伴う行動とそれ以外の行動とでは，差があるとみるのが相当である。 
ｂ また，前記イ（イ）のとおり，情報保全隊の情報収集活動は，一般的には，デモ行進等の参

加者等に対して何らかの有形力や強制力を行使したり，情報収集していることを明らかにするよ

うな態様でされたとは認められない。そして，収集された情報については，一定期間経過後は廃

棄するものとされ，その管理体制も構築されており，その体制が不備であるとまで認めるに足り

る証拠はない。 
ｃ そして，一審原告らが情報保全隊により個人情報を収集されたことにより侵害される利益の

性質についての判断は，前記イ（エ）のとおりである。 
ｄ 以上のことからすると，情報保全隊が本件派遣反対活動において前記イ（イ）のような態様

で行われる一般的な情報収集は，その情報の中に個人に関する情報が存在するとしても，そのこ

とだけからは直ちには違法性を有するものとはいえない。しかし，一方，前記のとおり何人も個

人の私的な事柄に関する情報をみだりに第三者に取得，開示又は公表されない自由を有し，これ

はプライバシーに係る情報として法的保護に値する。また，行政機関は，私人とは異なり，情報

収集能力に優れ，個人に関する情報が蓄積されやすい（蓄積されるほど漏えいの危険性が高まる

ともいえる。）という特性を有し，また，前記のとおり，個人情報を保有するに当たっては，法

令の定める所掌事務を遂行するため必要な場合に限られ，また，その利用目的の達成に必要な範

囲を超えて，個人情報を保有してはならないとされていることも考慮されなければならない。そ

して，情報保全隊は，一般に，個人に関する情報について，「外部からの働きかけ等を行う人物

を特定し，自衛隊への影響を判断した上で必要最小限の個人情報を収集するようにしている。収

集すべき個人情報の中に氏名は含まれ，職業，住所，生年月日，本籍，学歴，所属団体，所属政

党，個人の交友関係も含まれうる。」という運用をしていると認められる（前記（１）イ（オ）

ｄ）ところ，上記各情報は，一般的にはプライバシーに係る情報に属しうるものであり，その収

集には当然一定の限度があるべきであり，上記各情報の収集については，上記必要性が認められ

ても，その必要性の程度も考慮の上で，その収集態様等によっては違法性を有する場合があり得

るというべきである。 
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ｅ 以下においては，上記のような観点に立って，一審原告ら各自に関して，情報保全隊による

情報収集行為等が違法性を有するかどうかを個別に検討する。 
ウ 一審原告ら各自に関する判断 
（ア）本件各文書に氏名の記載のない一審原告ら（一審原告ｑ２を除く。） 
ａ 一審原告らにおいて，本件各文書に記載のある集会等に参加したとしても，情報保全隊が，

その集会等の概要について，情報を収集，保有することを違法といえないことは前記のとおりで

あり，本件各文書に氏名の記載がない一審原告ら（一審原告ｑ８，同ｑ９，同ｑ１０，同ｑ１１，

同ｑ１２，同ｑ１３，同ｑ１４，同ｑ１５，同ｑ１６，同ｑ１７を含む。）については，一審被

告によって，上記一審原告らの個人に関する情報が個人として特定された上で取得等されたとみ

ることも相当ではないから，上記情報保全隊の行為が，上記一審原告らの人格的な権利利益を侵

害したとはいえない。 
ｂ 上記一審原告らのうち，一審原告ｑ８，同ｑ１２，同ｑ１３，同ｑ１４は，本件各文書に記

載のある集会やデモ行進の主催団体の代表者は，許可申請書に氏名等を記載することから，その

氏名等が公安委員会等から情報保全隊に伝えられ，同隊において同原告らの代表者としての個人

情報が収集等された旨主張する。しかし，本件において，上記事実を直接裏付ける証拠はない。

確かに情報保全隊において，上記許可申請書等を入手し，同書面に代表者の氏名が記載されてい

ることはあり得る（前記（１）エ（イ）ｃ）が，集会やデモ行進に関する情報提供を受ける際に，

常に許可申請書等を入手していたかは明らかではないし，仮にそのようなことがあったとしても

それは当該集会等の情報提供に付随するものであって，当該特定の個人の情報収集を目的とした

ものとは考え難いから，そのことによって，上記一審原告ら個人に関する情報が収集されたと評

価することは相当ではない。また，小林多喜二展に関する情報収集の必要性を認め難いことは前

記のとおりであるが，一審原告ｑ１５の個人に関する情報が取得されていたとは認め難いから，

上記情報収集によって同原告の人格権が侵害されたとは認められない。 
（イ）一審原告ｑ２ 
ａ 一審原告ｑ２については，本件各文書に氏名の記載はないが，他の情報を併せ考えると，本

件各文書に記載されている「Ｐ市議」が同原告を指すと考えることはできる。しかし，本件各文

書のみからはその点は明らかではない。その点はおくとしても，一審原告ｑ２は，市議会議員で

あり，本件各文書に記載されている同原告の情報は，同原告が日本共産党に所属する議員であり，

議会に「イラクへの武力攻撃に反対する意見書」と題する議案を提出したことを主な内容とする

ものであって，政治活動そのものである。このような情報は，その性質上，有権者を含む他の第

三者に了知されることを当然の前提とする情報であると考えられ，その秘匿性がないか，極めて

乏しいものと考えられる。そして，前記のとおり，自衛隊が本件派遣反対活動に関する情報を収

集することの必要性は否定できない。そうすると，一審原告ｑ２の個人に関する情報が本件各文

書に記載された限度で情報保全隊によって取得等されたといえるとしても，そのことをもって違

法なものということはできない。 
ｂ 一審原告ｑ２は，議案を提出した情報は市議会を傍聴していない者には知り得ない情報であ

って，このような情報が誰にどのような目的で収集等されることも受忍しなければならないとい

うことはあり得ない旨主張するが，議員によって議案が提出されたという情報それ自体は，その

性質上，一般に公にされた情報というべきであるし，本件において同原告が提出した議案は，政

府の政策に関するものであって，政府に伝わることが想定されている内容といえる。一審原告ｑ

２の上記主張は採用できない。 
（ウ）本件各文書に氏名の記載のある一審原告ら 
ａ 一審原告ｑ３，同ｑ４，同ｑ５ 
（ａ）上記一審原告らについては，本件派遣反対活動に関与した者として本件各文書に氏名が記

載されている。しかし，前記認定のとおり，当時，一審原告ｑ３は市議会議員として，同ｑ４は

町議会議員として，同ｑ５は県議会議員としてそれぞれ活動しており，本件各文書に記載されて

いる同原告らの情報の主な内容は，同原告らが日本共産党に所属する議員であって本件派遣に反

対する社会運動団体の関係者であり，成人式会場で，同式への参加者らに対し，本件派遣に反対

である，あるいは，本件派遣が憲法違反であるなどと訴えたというものであって，公の場におけ

る政治活動あるいはそれに準ずる社会的な活動に関するものと評価すべきである。このような情
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報は，その性質上，有権者を含む他の第三者に了知されることを前提とする情報であると考えら

れ，その秘匿性に乏しいものと考えられる。そして，前記のとおり，自衛隊が本件派遣反対活動

に関する情報を収集することの必要性は否定できない。そうすると，上記一審原告らの個人に関

する情報が本件各文書に記載された限度で情報保全隊によって取得等されたといえるとしても，

そのことをもって違法なものということはできない。 
（ｂ）上記一審原告らは，公的立場にある者であれば，所属政党等，その思想信条に関する情報

や人格的自律に係る表現活動に関する情報を，国家権力にいかなる目的で収集等されることも受

忍しなければならないということは憲法１９条，２１条の趣旨に反する旨主張する。確かに，思

想信条があって政党に所属していると考えられることからすれば，政党に所属しているというこ

とは思想信条と関連する情報であるといえるが，一方，政党は，一定の政治理念実現のために政

治権力への参与を目的とする団体であり，その政党の議員である，あるいは選挙に立候補すると

いうことは，通常，その立場を明らかにした上で，広くその政治理念を有権者等に訴えていくも

のであることからすれば，政党に所属する議員若しくはそれに準ずる立場の者が政治理念に関す

る事項を公の場で訴えたという情報は秘匿性に乏しい情報との評価を免れない。そして，本件各

文書に上記一審原告らの所属政党等に関する記載があるとしても，それは前記のとおり，本件派

遣反対活動に関する情報に付随する情報として記載されたものと考えられるのであって，当該個

人に着目して収集され記載されたものとは考え難い。もとより，議員といえども，自衛隊（情報

保全隊）によって，必要性もないのに議員個人に着目して継続的に情報が収集されるなどした場

合には，その態様如何によっては違法性を有する場合があり得ると考えられるが，本件で収集さ

れた情報の性質，その収集態様は前記認定のとおりであり，また，その公に意思表明された内容

との関係で自衛隊に情報収集の必要性が認められるという事情の存する本件においては，情報保

全隊による前記認定に係る上記一審原告らに関する情報の収集が憲法１９条，２１条の趣旨に反

するということは相当ではない。なお，一審原告ｑ４による上記活動が新日本婦人の会の活動で

あるとしても上記判断は左右されない。また，この点に関する判断は，前記一審原告ｑ２並びに

後記一審原告ｑ６及び同ｑ７においても同趣旨で妥当する。 
ｂ 一審原告ｑ１ 
（ａ）前記認定のとおり，一審原告ｑ１は，本件派遣に反対するライブ活動を行ったこと，本件

文書１（２）には，その概要についての記載があること，本件文書２（２）には，上記概要のみ

ならず，一審原告ｑ１がライブ活動において明らかにしていない本名及び職業（勤務先）並びに

ライブ関係者に対して同原告のライブ活動の今後の予定を聞いた旨の各記載があることが認め

られる。そして，本件文書１（２）には，一審原告ｑ１の本名及び職業（勤務先）の記載がない

にもかかわらず，本件文書２（２）にはその記載があり，その記載位置が時系列的にみると不自

然であること，同原告は，上記ライブ活動当時，同活動に関して町民課長から問い合わせを受け

たことに弁論の全趣旨を考慮すると，情報保全隊は，一審原告ｑ１のライブ活動を契機として，

同原告の本名及び職業（勤務先）を探索し，また，今後のライブ活動の予定に関する情報を収集

したものと認めるのが相当である。そして，自衛隊において，「自衛隊に対する外部の働きかけ

等から，部隊を保全するために必要な資料の収集及び情報の整理収集等」の観点から本件派遣反

対活動について情報収集の必要性があるとしても，一審原告ｑ１が行ったのはライブ活動であっ

て，前記するところの「自衛隊若しくは隊員に対しての直接的な働きかけを伴う行動」とはいえ

ず，同原告がライブ活動を行ったこと及びその内容について情報を取得すれば，それ以上に同原

告が公にしておらず，また，一般的に公になっていなかった本名及び職業（勤務先）を探索する

必要性は認め難いというべきである。そうであるにもかかわらず，情報保全隊は，一審原告ｑ１

のプライバシーに係る情報として法的保護の対象となるべき本名及び職業（勤務先）について探

索して取得，保有し，ひいては経緯はともかく結果としてそれが明らかになっており，同原告の

プライバシーが侵害されたと認めるのが相当であり，上記情報保全隊による一審原告ｑ１の上記

プライバシーに係る情報の収集，保有は違法なものというべきである。 
（ｂ）上記の点に関し，一審被告は，β は船岡駐屯地が所在するγ に隣接し，上記ライブ活動が

実施された店舗は自衛隊員の家族が利用するなどしていたから，同店で行われる本件派遣反対活

動は，隊員及びその家族への悪影響等が生じることが考えられる状況にあった，また，本名や職

業は，単純な個人識別情報又は外延情報にすぎず，社会生活を営む上で一定の範囲では当然に開
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示されるべき情報である上，一審原告ｑ１は歌手であり，その本名及び職業を他者に知られるこ

とは当然に予測，受忍していたといえる旨主張する。しかし，船岡駐屯地と上記店舗は約１０キ

ロメートル離れているのであって（乙３９），有意な影響があるとは考え難い。また，本名や職

業を一定の範囲で開示しているとしても，それは誰しもが日常的に行っている（ただし，本名と

職業とではその範囲に相違があることも多いと思われる。）ことであって，そうだからといって

自己が欲しない第三者にこれを知られたくないと考えることは自然なことであるから，第三者が

それを探索することが常に許されるとはいえず，上記の範囲で開示していることをもってその探

索がプライバシー侵害に当たらないとはいえない。また，一審原告ｑ１は歌手として活動してい

たとしても，職業としていたわけではなく，その本名及び職業（勤務先）を他者に知られること

は当然に予測，受忍していたともいえない（同原告の本名が掲載された記事は，上記ライブ活動

から約７年後の平成２３年４月３０日のものであるから，この記事の存在は上記判断を左右する

ものではない。）し，自衛隊の活動に反対する活動をしていたのであるから，本名及び職業（勤

務先）を自衛隊に知られたくないと感じることは自然なことと理解できる。したがって，上記一

審被告の主張は，一審原告ｑ１に関する情報収集行為の違法性に関する上記認定を左右するもの

ではない（本件各文書が作成された当時，情報保全室長であった証人ｑ２３も，一般論ではある

が「公（多くの人が知り得る立場にあるような状況）になっていない氏名を仮に情報保全隊が調

べていたら，それは問題のある行為である。」旨証言している。）。 
ｃ 一審原告ｑ６，同ｑ７ 
 上記一審原告らについては，本件派遣反対活動に関与した者として本件各文書に氏名が記載さ

れている。しかし，一審原告ｑ６は，市長選挙に２回にわたり立候補し，また，「有事立法阻止

秋田県実行委員会」の代表世話人として活動し，同ｑ７は，秋田高教組の書記長，委員長，さら

には，秋田県総連合の事務局長，議長等，労働組合の要職を歴任し，また，「有事立法阻止秋田

県実行委員会」の事務局長としての立場にあり，両名とも，高い知名度を有していたといえる。

そして，本件各文書に記載されている上記一審原告らの情報の主な内容は，同原告らがそれぞれ

本件派遣反対活動を行う団体の関係者であり，成人式会場で本件派遣反対活動を行ったというも

のであって，公の場における社会的な活動に関するものと評価すべきである。このような情報は，

その性質上，第三者に了知されることを前提とする情報であると考えられ，その秘匿性に乏しい

ものと考えられる。そして，自衛隊が本件派遣反対活動に関する情報を収集することの必要性は

否定できない。そうすると，一審原告ｑ６，同ｑ７の個人に関する情報が本件各文書に記載され

た限度で情報保全隊によって取得等されたといえるとしても，そのことをもって違法なものとい

うことはできない。 
５ 争点〔５〕（一審原告らの損害）について 
 前記認定のとおり，一審原告ｑ１は，明らかにしていなかった本名及び職業（勤務先）という

プライバシーに係る情報を，情報保全隊によって違法に収集，保有され，また，そのことが明ら

かになったことにより，精神的苦痛を被ったことが認められる。そして，一審原告ｑ１に関する

上記情報の性質その他本件に現れた諸般の事情に照らすと，その慰謝料額としては１０万円が相

当である。 
６ 以上によれば，一審原告らの請求のうち，差止請求については，本件主位的請求を却下し，

本件追加的予備的変更は，この変更を許さないのが相当であり，損害賠償請求については，一審

原告ｑ１の請求についてのみ慰謝料１０万円及びこれに対する平成２１年３月１７日から支払

済みまで年５分の割合による金員の支払を求める限度で認容し，その余の一審原告らの請求を棄

却するのが相当である。したがって，一審被告敗訴部分のうち，一審原告ｑ１に係る部分以外の

部分を取消し，その取消しに係る部分の一審原告ら４名の請求をいずれも棄却し，一審被告の一

審原告ｑ１に係る部分の本件控訴及び一審原告らの本件控訴をいずれも棄却することとし，主文

のとおり判決する。 
仙台高等裁判所第２民事部 
裁判長裁判官 古久保正人 裁判官 男澤聡子 
裁判官鈴木陽一は，退官につき，署名押印できない。 
裁判長裁判官 古久保正人 
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別紙 当事者目録 
１ 一審原告 ｑ２７ こと ｑ２８ 
２ 一審原告 ｑ２９ 
３ 一審原告 ｑ３０ 
４ 一審原告 ｑ３１ 
５ 一審原告 ｑ１０ 
６ 一審原告 ｑ３２ 
７ 一審原告 ｑ３３ 
８ 一審原告 ｑ３４ 
９ 一審原告 ｑ３５ 
１０ 一審原告 ｑ３６ 
１１ 一審原告 ｑ３７ 
１２ 一審原告 ｑ３８ 
１３ 一審原告 ｑ３９ 
１４ 一審原告 ｑ１６ 
１５ 一審原告 ｑ４０ 
１６ 一審原告 ｑ４１ 
１７ 一審原告 ｑ４２ 
１８ 一審原告 ｑ４３ 
１９ 一審原告 ｑ４ 
２０ 一審原告 ｑ４４ 
２１ 一審原告 ｑ４５ 
２２ 一審原告 ｑ４６ 
２３ 一審原告 ｑ４７ 
２４ 一審原告 ｑ４８ 
２５ 一審原告 ｑ４９ 
２６ 一審原告 ｑ５０ 
２７ 一審原告 ｑ１４ 
２８ 一審原告 ｑ５１ 
２９ 一審原告 ｑ５２ 
３０ 一審原告 ｑ８ 
３１ 一審原告 ｑ５３ 
３２ 一審原告 ｑ５４ 
３３ 一審原告 ｑ５５ 
３４ 一審原告 ｑ５６ 
３５ 一審原告 ｑ５７ 
３６ 一審原告 ｑ５８ 
３７ 一審原告 ｑ５９ 
３８ 一審原告 ｑ６０ 
３９ 一審原告 ｑ６１ 
４０ 一審原告 ｑ６２ 
４１ 一審原告 ｑ６３ 
４２ 一審原告 ｑ６４ 
４３ 一審原告 ｑ６５ 
４４ 一審原告 ｑ６６ 
４５ 一審原告 ｑ６７ 
４６ 一審原告 ｑ６８ 
４７ 一審原告 ｑ１３ 
４８ 一審原告 ｑ６９ 
４９ 一審原告 ｑ７０ 
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５０ 一審原告 ｑ７１ 
５１ 一審原告 ｑ７２ 
５２ 一審原告 ｑ７３ 
５３ 一審原告 ｑ７４ 
５４ 一審原告 ｑ７５ 
５５ 一審原告 ｑ２ 
５６ 一審原告 ｑ７６ 
５７ 一審原告 ｑ７７ 
５８ 一審原告 ｑ７８ 
５９ 一審原告 ｑ３ 
６０ 一審原告 ｑ７９ 
６１ 一審原告 ｑ８０ 
６２ 一審原告 ｑ８１ 
６３ 一審原告 ｑ１８ こと ｑ１ 
６４ 一審原告 ｑ８２ 
６５ 一審原告 ｑ８３ 
６６ 一審原告 ｑ８４ 
６７ 一審原告 ｑ８５ 
６８ 一審原告 ｑ８６ 
６９ 一審原告 ｑ８７ 
７０ 一審原告 ｑ８８ 
７１ 一審原告 ｑ８９ 
７２ 一審原告 ｑ９０ 
７３ 一審原告 ｑ９１ 
７４ 一審原告 ｑ９２ 
７５ 一審原告 ｑ９３ 
７６ 一審原告 ｑ９４ 
７７ 一審原告 ｑ９５ 
７８ 一審原告 ｑ９６ 
７９ 一審原告 ｑ９７ 
８０ 一審原告 ｑ９８ 
８１ 一審原告 ｑ９９ 
８２ 一審原告 ｑ１１ 
８３ 一審原告 ｑ１５ 
８４ 一審原告 ｑ１７ 
８５ 一審原告 ｑ５ 
８６ 一審原告 ｑ７ 
８７ 一審原告 ｑ１００ 
８８ 一審原告 ｑ１０１ 
８９ 一審原告 ｑ９ 
９０ 一審原告 ｑ１２ 
９１ 一審原告 ｑ６ 
（上記９１名中、一審原告ｑ２，同ｑ３，同ｑ１，同ｑ４，同ｑ５の５名は「控訴人兼被控訴人」

であり，その余の一審原告らは「控訴人」である。また，以下上記５名を「一審原告ら５名」と

いい，上記９１名全員を「一審原告ら」という。） 
一審原告ら訴訟代理人弁護士 勅使河原安夫 
同 山田忠行 
同（一審原告ｑ３１を除く。） 小野寺義象 
同 鹿又喜治 
同 吉岡和弘 
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同（一審原告ｑ３２を除く。） 齋藤信一 
同 十河弘 
同 野呂圭 
同 千葉晃平 
同 宇都彰浩 
同 山田いずみ 
同 吉田大輔 
同 原田憲 
同 佐藤由麻 
同 鶴見聡志 
同 渡部容子 
同 渡部雄介 
同 甫守一樹 
同 阿部潔 
同 阿部弘樹 
同 阿部泰雄 
同 犬飼健郎 
同 石井慎也 
同 石神均 
同 石川和美 
同 井野一弘 
同 井口直子 
同 及川雄介 
同 小野寺照東 
同 小野寺信一 
同 小野寺友宏 
同 鎌田健司 
同 神坪浩喜 
同 菅野修 
同 菊地修 
同 木坂理絵 
同 北見淑之 
同 清藤恭雄 
同 倉林千枝子 
同 小向俊和 
同 崔信義 
同 齋藤拓生 
同 坂野智憲 
同 佐久間敬子 
同 佐々木健次 
同 佐々木雅康 
同 佐藤正明 
同 佐藤由紀子 
同 庄司捷彦 
同 鈴木宏一 
同 高田英典 
同 高橋輝雄 
同 千葉達朗 
同 内藤千香子 
同 中野竜河 
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同 新里宏二 
同 橋本治子 
同 花生耕子 
同 廣瀬公慈 
同 増田隆男 
同 村上敏郎 
同 村松敦子 
同 門間久美子 
同 池田賢太 
同 市川守弘 
同 大賀浩一 
同 大友淳子 
同 齋藤耕 
同 佐藤哲之 
同 佐藤博文 
同 島田度 
同 高崎暢 
同 高崎裕子 
同 高橋健太 
同 田中健太郎 
同 長坂貴之 
同 橋本祐樹 
同 皆川洋美 
同 山内崇史 
同 丸山幸司 
同 伊須慎一郎 
同 伊藤明生 
同 岡本卓大 
同 梶山敏雄 
同 鴨田譲 
同 古城英俊 
同 高木太郎 
同 谷川生子 
同 野本夏生 
同 牧野丘 
同 大崎潤一 
同 加藤健次 
同 四位直毅 
同 鷲見賢一郎 
同 田中隆 
同 内藤功 
同 中村晋輔 
同 長澤彰 
同 萩尾健太 
同 福山洋子 
同 松井繁明 
同 三澤麻衣子 
同 宮川泰彦 
同 山口真美 
同 杉本朗 
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同 関本立美 
同 毛利正道 
同 齋藤裕 
同 朝倉保 
同 内河惠一 
同 岩月浩二 
同 中谷雄二 
同 川口創 
同 宮田陸奥男 
同 岩佐英夫 
同 小笠原伸児 
同 徳井義幸 
同 長野真一郎 
同 西晃 
同 藤木邦顕 
同 浦部信児 
同 大石和昭 
同 河原昭文 
同 近藤幸夫 
同 清水善朗 
同 内藤信義 
同 椛島敏雅 
同 田中利美 
同 魚住昭三 
同 板井俊介 
同 松崎暁史 
千葉晃平訴訟復代理人弁護士 宮腰英洋 
同 宇部雄介 
同 石上雄介 
小野寺義象訴訟復代理人弁護士 鈴木優 
同 長沼拓 
一審被告 国 
（一審被告国は，上記一審原告ら５名との関係では「控訴人」であり，その余の一審原告らとの

関係では「被控訴人」である。以下「一審被告」という。） 
同代表者法務大臣 ｑ１０２ 
同指定代理人 ｑ１０３ 外２１名 
以上 
別紙１ 
別紙２の１ 
別紙２の２ 
別紙３の１ 
別紙３の２ 
別紙４の１ 
別紙４の２ 
別紙５ 
別紙６ 
別紙７ 
別紙８ 
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